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１．はじめに 

立地適正化計画制度は、コンパクトシテ

ィの形成を推進するため、平成 26 年 8 月

に改正都市再生特別措置法が施行され、創

設された制度である。立地適正化計画は、

同法に基づき、市町村が作成することので

きる計画であり、「都市計画区域内の区域に

ついて、都市再生基本方針に基づき、住宅

及び都市機能増進施設（医療施設、福祉施

設、商業施設その他の都市の居住者の共同

の福祉又は利便のため必要な施設であって、

都市機能の増進に著しく寄与するもの）の

立地の適正化を図るための計画」とされて

いる（同法 81 条 1 項）。 

国土交通省によると、本年 7 月末時点で

357 都市が立地適正化計画について具体的

な取組を行っており、このうち 112 都市が

同時点までに計画を作成・公表している。

その内訳は、都市機能誘導区域・居住誘導

区域とも設定した市町村が 66 都市、都市

機能誘導区域のみを設定した市町村が 46

都市である。昨年 3 月末時点では、具体的

な取組を行っている市町村は 276 都市、う

ち計画公表済みの市町村は 1 都市（箕面市）

のみであった。法施行後 3 年余りが経過し、

本制度は、計画策定が進展し、いよいよ実

施の段階に入ったと言えるであろう。 

一方、国土交通省の都市計画基本問題小

委員会は、去る 8 月 10 日、中間とりまと

め「「都市のスポンジ化」への対応」を発表

した。この報告書は、今後の人口減少を踏

まえた都市計画に関する政策の目標・方針

は、コンパクトシティ政策（人口減少社会に

おいて、利便性が確保された都市生活を維持する

ため、居住・都市機能をまちなかの拠点や公共交

通沿線等に集約し、人口密度が適度に維持された

市街地の形成を目指すこと）の推進であるとし

た上で、都市のスポンジ化（都市の内部にお

いて、空き家、空き地等の低未利用の空間が、小

さな敷地単位で、時間的・空間的にランダム性を

もって、相当程度の分量で発生する現象）の発生

状況、原因、構造的課題、都市計画の視点

と対策等について検討し、①現に発生した

スポンジ化への対処方策と②スポンジ化の

発生に備えた予防策から成る施策の具体的

方向性を取りまとめたものである。 

中間とりまとめの概要については、前回

8 月のリサーチ・メモ「都市のスポンジ化

とコンパクトシティの形成について」（以下

「8月ＲＭ」という）において紹介させていた

だいたが、本稿では、その内容も踏まえ、

現在までに都市機能誘導区域・居住誘導区

域ともに設定した 66 市町村の立地適正化

計画の策定状況について概観し、今後のコ

ンパクトシティ政策のあり方について考え

てみたい。 

２．都市をめぐる基礎的な状況 

立地適正化計画について検討するに当た

り、その前提として、まず都市をめぐる基



 

 

礎的な状況について概観する。 

(1)都市計画区域等の現状 

（資料１）は、8 月ＲＭでもみた全国の

都市計画区域等の現状（平成 27年現在）を、

三大都市圏（本稿では、東京都、神奈川県、埼

玉県、千葉県、大阪府、京都府及び愛知県をい

う）・地方圏（三大都市圏以外の道県をいう）別

に整理したものである。 

我が国は、国土の 27％の都市計画区域に

人口の 95％・1億 2千万人が、うち国土の

4％の市街化区域に人口の 70％・8千 9百万

人が居住する世界でも有数の都市型社会と

なっている（昭和 46年の都市計画区域の面積は

国土の 20％、人口は 81％・8千 5百万人、市街化

区域の面積は国土の 3％、人口は 52％・5 千 4 百

万人）。これを地域別にみると、三大都市圏

では、圏域の 67％の都市計画区域に人口の

99％・6千万人、うち同 20％の市街化区域

に人口の 90％・5千 4百万人が居住し、地

方圏でも、圏域の 23％の都市計画区域に人

口の 90％・6 千万人、うち同 2％の市街化

区域に人口の 51％・3千 4百万人が居住し

ている。また、地方圏では非線引き都市計

画区域も多いが（用途地域指定地域と白地地域

の内訳データは公表されていない）、これを合わ

せると、三大都市圏では圏域の 36％の市街

化区域・非線引き都市計画区域に人口の

92％・5千 6百万人、地方圏では同 15％の

市街化区域・非線引き都市計画区域に人口

の 80％・5千 3百万人が居住している。 

 

（資料１）都市計画区域等の現状（平成 27年現在） 

 全  体 都市計画区域 市街化区域 市街化調整 

区域 

非線引都市 

計画区域 

都市計画 

区域外 

人口集中

地区 

      

全

              

国

  

面 積

(ha) 

37797075

（100％） 

10191119

（27.0/100%） 

1448850

（3.8/14.2） 

3816221

（10.1/37.4） 

4926048

（13.0/48.3） 

27605956

（73.0） 

1278632

（3.4） 

人 口

(千人) 

127095

（100％） 

120103 

（94.5/100%） 

88516

（69.6/73.7） 

10947   

（8.6 /9.1） 

20641  

（16.2 /17.2） 

6992 

（5.5） 

86868

（68.3） 

人口密度

（人/ha） 

3.4   

(100指数) 

11.8   

（350） 

61.1  

（1817） 

2.9     

（85） 

4.2   

（125） 

0.3   

（8） 

67.9

（2020） 

三

大

都

市

圏 

面 積

(ha) 

3365293

（100％） 

2267975 

(67.4/100%) 

654827

（19.5/14.2） 

1073211

（31.9/37.4） 

539937

（16.0/48.3） 

1097318

（32.6 ） 

605005

（18.0） 

人 口 

（千人） 

60598

（100％） 

59959

（98.9/100%） 

54310

（89.6/90.6） 

3993  

（6.6/6.7） 

1656   

（2.7 /2.8） 

639   

（1.1） 

53099

（87.6） 

人口密度

（人/ha） 

18.0  

(100指数) 

26.4   

（147） 

82.9   

（461） 

3.7     

（21） 

3.1    

（17） 

0.6    

（3） 

87.8 

（487） 

 

地

方

圏 

面 積

(ha) 

34431782

（100％） 

7923144  

（23.0 /100%） 

794023  

（2.3 /10.0） 

2743010

（8.0/34.6） 

4386111 

（12.7 /55.4） 

26508638

（77.0） 

673627

（2.0） 

人 口 

（千人） 

66496

（100％） 

60144   

（90.4/100%） 

34205  

（51.4/56.9） 

6953   

（10.5/11.6） 

18986   

（28.6 /43.1） 

6352 

（9.6 ） 

33769

（50.8） 

人口密度

（人/ha） 

1.9   

(100指数) 

7.6    

（393） 

43.1   

（2231） 

2.5   

（131） 

4.3   

（224 ） 

0.2   

（12） 

50.1

（2596） 

出典：全体及び人口集中地区は総務省「国勢調査」(平成 27年 10 月 1 日現在)、その他の項目は国土交通省「都市計画

現況調査（都市計画年報）」（平成 27 年 3 月 31日現在）より作成。 

注：三大都市圏は東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県、大阪府、京都府及び愛知県、地方圏は三大都市圏以外の道県。 



 

 

また、各圏域の人口密度は、三大都市圏

の市街化区域が 82.9人/ha、人口集中地区

が 87.8人/haであり、地方圏の市街化区域

が 43.1人/ha、人口集中地区が 50.1人/ha

である。これに対し、両圏域の市街化調整

区域及び非線引都市計画区域の人口密度は

2～4 人/ha、国土面積の 7 割（三大都市圏の

33％、地方圏の 77％）を占める都市計画区域

外の人口密度は 0.2～0.6人/haにとどまる。 

 このように人口密度の高さにおいて地方

圏は東京や大阪といった大都市を抱える三

大都市圏に及ばないが、圏域に占める面積

及び人口の割合や人口密度の相違などから、

我が国は三大都市圏・地方圏ともに高度に

都市化の進んだ都市型社会と言うことがで

きるであろう。 

(2)都市計画区域等の推移 

 (資料２）は、国勢調査に人口集中地区の

概念が導入された 1960年（昭和 35年）から

直近の 2015年(平成 27年)までの都市計画区

域等の推移をみたものである（都市計画関係

の項目は、1971 年 3 月 31 日から。図ではこれを

1970の欄に表記）。 

 これにより 1971年（昭和 46年）当時の都

市化の状況を整理すれば、三大都市圏では、

圏域の 57％の都市計画区域に人口の

96％・4千 2百万人、同 17％の市街化区域

に人口の 83％・3千 7百万人居住し、地方

圏では、圏域の 17％の都市計画区域に人口

の 71％・4 千 3 百万人、同 1％の市街化区

域に人口の 29％・1千 8百万人が居住して

いた。この 40年余り、両圏域とも着実に都

市化が進んできたと言うことができる。 

 この間、我が国の人口は、1 億 5 百万人

から 1億 2千 7百万人に約 2千 2百万人（三

大都市圏 1660 万人、地方圏 590万人）増加して

いるが、居住地域別には、主に市街化区域

で 3 千 4 百万人（三大都市圏 1770 万人、地方

圏 1670 万人）増加し、都市計画区域外で 1

千 2百万人（三大都市圏 100万人、地方圏 1100

万人）減少している。 

 また、市街化区域の人口密度は、三大都

市圏が 64.3人/haから 82.9人/haに、地方

圏では 38.2人/haから 43.1人/haに上昇し

ている。 

 一方、人口集中地区（以下ＤＩＤという）

は、面積・人口とも市街化区域とほぼ同様

に増加し、特に最近は近接した状況になっ

ている。しかし、1960年以来の人口密度の

推移をみると、（資料 2-4）のとおり、三大

都市圏では 124.1 人/ha から 87.8 人/ha、

地方圏では 88.4人/haから 50.1人/haへと

大きく低下している。両圏域とも、特に

1960～1980年の低下が著しく、その後緩や

かとなった後、1995年以降は三大都市圏で

やや増加、地方圏ではほぼ横ばいの微減と

なっている。その要因を(資料 2-5)の各 5

年間の増減率でみると、1960～1980 年は、

ＤＩＤ面積・人口とも大きく増加している

が、面積の増加率が人口のそれを上回り、

人口密度の著しい低下を招いたことが分か

る。これに対し市街化区域の面積・人口の

増加率は、総じて人口の方が高く、市街化

区域の人口密度の上昇につながっている。

ただし、バブル崩壊後の 1990年ないし 1995

年以降は、市街化区域・ＤＩＤとも、面積・

人口の増加率が低下し、人口密度の変化も

緩やかになっている。



 

 

（資料 2-1）都市計画区域等の面積割合(三大都市圏・左図、地方圏・右図)  (単位：％) 

 

（資料 2-2）都市計画区域等の人口(同上)                (単位：千人) 

 

（資料 2-3）都市計画区域等の人口割合(同上)               (単位：％) 

 

（資料 2-4）都市計画区域等の人口密度(同上)              (単位：人/ha) 

 



 

 

（資料 2-5）市街化区域・人口集中地区の面積・人口の増減率(同上)     (単位：％) 

 

（資料 2-6）人口集中地区の面積・人口・人口密度等の変化 

 三大都市圏 地 方 圏 

1970→2015 1995→2015 1970→2015 1995→2015 

圏域人口（倍率） 1.38 1.08 1.10 0.96 

人口集中地区人口（倍率） 1.58 1.10 1.52 1.02 

人口集中地区面積（倍率） 1.86 1.04 2.11 1.04 

人口集中地区人口密度（倍率：人/ha） 0.85：103.7→87.8 1.06：83.1→87.8 0.72：69.8→50.1 0.98：51.2→50.1 

市街化区域人口密度（倍率：人/ha） 1.29：64.3→82.9 1.08：77.1→82.9 1.13：38.2→43.1 1.03：41.9→43.1 

 

出典：建設省・国土交通省「都市計画現況調査（都市計画年報）」（各年 3 月 31日現在、但し、1970 は 1971 年 3月 31

日現在）より作成。但し、行政区域面積・人口及び人口集中地区は総務省「国勢調査」(各年 10 月 1 日現在)による。 

注：三大都市圏は東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県、大阪府、京都府及び愛知県、地方圏は三大都市圏以外の道県。 

最近、国土交通省などでは、地方都市の

市街地の拡散状況を示す資料として、行政

区域人口の伸びとＤＩＤ面積の伸びを比較

するデータが用いられている（1970～2010

年の県庁所在地の人口増加は約 2 割であるのに対

し、ＤＩＤ面積は倍増しているなど）。そこで、

同様の方法により三大都市圏と地方圏の市

街地の状況について整理したのが(資料

2-6)である。1970～2015年では、両圏域と

もＤＩＤ面積の伸びが圏域人口、ＤＩＤ人

口の伸びを上回り、ＤＩＤ人口密度は大き

く低下している。両圏域とも市街地が拡散

していることは間違いない。ただし、1995

～2015年を切り出せば、三大都市圏のＤＩ

Ｄ人口密度はやや増加、地方圏でも微減と

なっており、後半のここ 20年ほどは拡散基

調にはないことが分かる。また、市街化区

域の人口密度は、この間ほぼ一貫して上昇

しており、ＤＩＤでみるのとは様相を異に

している。なお、ＤＩＤ人口密度の低下に

よって市街地の拡散を捉えるとすれば、Ｄ

ＩＤ人口とＤＩＤ面積を比較するのが相応

しく、行政区域人口では過大評価するおそ

れがあることに留意が必要である。 

(3)今後の人口動態を踏まえた都市計画区

域等の状況 

我が国の人口は、2008年の約 1億 2千 8

百万人をピークに、今後長期にわたる人口



 

 

減少と高齢化が進むと見込まれている。 

国立社会保障・人口問題研究所の将来推

計人口（平成 29 年推計）の中位推計及び長

期参考推計によると、人口総数は、2050年

に約 1億 2百万人（2015年の 8割水準）、2100

年には約 6千万人（同 5割水準）まで減少し、

年齢別の人口構成は、2050年頃に、年少人

口(0～14 歳)10％台、生産年齢人口（15～64

歳）51％台、老年人口（65歳以上）38％台に

達し、以降、この構成割合で推移すると見

込まれている。 

こうした人口動態は、今後の都市のあり

方にも多大の影響をもたらすと予想される

が、(資料３)は、大掴みにその目安を得る

ため、8月ＲＭと同様に、総人口が 2050年

に 2015 年の 8 割、2100 年に 5 割となった

場合の三大都市圏及び地方圏の市街化区域

の状況を試算したものである（本来、地域別

の将来推計人口に基づくことが望ましいが、平成

29年推計では未だこれが示されていないため、全

国の趨勢をそのまま両圏域に適用した）。 

 資料の「①市街化区域面積」は、市街化

区域の人口密度は変わらずに、人口の減少

に比例して市街化区域面積が縮小するとし

たケースである（2015 年の人口密度を前提に、

コンパクトシティが文字通りに実現した場合に対

応する）。一方、「②市街化区域人口密度」

は、市街化区域面積は変わらずに、人口の

減少に比例して低密度化が進むとしたケー

スである（都市のスポンジ化が市街化区域の全

域にわたり均一に進展した場合に対応する）。 

2050 年の①市街化区域面積及び②人口

密度は、現行の線引制度が開始されて間も

ない 1971年当時の状況にほぼ近似する。し

たがって、人口が 8割となる 2050年頃まで

は、①・②いずれのケースの可能性もあり

得、これを両極として、各都市の実情（圏

域、人口規模、中心市街地からの距離等）に応じ、

人口減少への適合が図られていくものと想

定される。ただし、地方圏の②市街化区域

人口密度 34.5人/haは、市街化区域の設定

基準：既成市街地の人口密度 40人/ha以上

（都市計画法施行規則 8 条）を下回っており、

市街地のあり方や都市計画上の対応につい

て検討が必要となる。 

しかし、人口が 5割となる 2100年につい

ては、いずれのケースも 1971年当時の数値

を大きく下回り、都市の具体的姿をイメー 

 
（資料３）今後の人口減少の影響（試算） 

 三大都市圏 地 方 圏 

①市街化区域面積 ②市街化区域人口密度 ①市街化区域面積 ②市街化区域人口密度 

2015年 654,827 ha（100） 82.9人/ha（100） 794,023 ha（100） 43.1人/ha（100） 

2050年 523,862 ha（80） 66.4 人/ha（80） 635,218 ha（80） 34.5人/ha（80） 

2100年 327,414 ha（50） 41.5 人/ha（50） 393,746 ha（50） 21.5人/ha（50） 

(参考) 

1971年 

1975年 

 

569,034 ha 
594,443 ha 

 

64.3人/ha 

69.4人/ha 

 

458,671 ha 
639,690 ha 

 

38.2人/ha 

39.8人/ha 

出典：国土交通省「都市計画現況調査（都市計画年報）」（2015年市街化区域面積・人口密度）より作成。 



 

 

ジすることが難しい。全国人口 6千万人は、

1925年(大正 14年)当時の人口規模（5,974万

人）に対応する。上記のとおり 2050年まで

は、現行都市計画法が施行された当時の姿

に戻ることが一つの目安となるが、2050年

以降はこれを超えた質的に異なる都市の縮

減が進むと予想される。将来への展望を持

ってまちづくりを進めるためには、2050年、

2100 年等のあるべき都市像を描くことが

肝要と考えられる。 

(4)市町村数等の変遷 

策定された立地適正化計画をみると、都

市の中心市街地ばかりでなく、合併前の旧

市町村の市街地や市街化区域外の集落等も

念頭に、多極型のコンパクトシティの形成、

国土交通省の言う「コンパクト・プラス・

ネットワーク」の政策を採るものが多い。

これを理解するベースの一つとして、市町

村数等の変遷について概観しておこう。 

総務省のＨＭによると、我が国の市町村

数は、1888 年（明治 21 年）の 71,314 から

2016 年（平成 28 年）10 月の 1,718（791 市・

744町・183村）へと約 1/40に減少している。

明治以来一貫して、合併等による市町村数

の減少と規模拡大が進められてきたと言え

るであろう。 

その中でも大合併と称されるのが、「明治、

昭和、平成の大合併」である。 

「明治の大合併」は、近代的地方自治行

政を実現するための基盤整備を目的として、

小学校や戸籍の事務処理を行うため、戸数

300～500戸を標準として進められ、明治 21

年の 71,314 市町村が翌 22 年には 15,859

市町村まで減少している。また、「昭和の大

合併」は、戦後の地方自治、特に市町村の

役割を強化する必要から、中学校１校を効

率的に設置管理するため、人口規模 8,000

人を標準として進められ、昭和 28 年の

9,868市町村が昭和 36年に 3,472市町村ま

で減少している。 

そして、人口減少・少子高齢化等の社会

経済情勢の変化や地方分権の担い手となる

基礎的自治体にふさわしい行財政基盤の確

立を目的として、平成 11年から平成 22年

にかけて推進されたのが「平成の大合併」

である。合併特例法による合併特例債を中

心とした手厚い財政措置と同時期に進行し

た三位一体改革による地方交付税の大幅な

削減等があり、平成 11年の 3,232市町村が

平成22年には1,727市町村まで減少してい

る。総務省の報告「『平成の合併』について」

（平成 22年 3月 5日）は、平成の大合併の

評価ついて、「現時点では短期的な影響の分

析に止まらざるを得ないが、多くの合併市

町村の行政・住民、また世論の合併への評

価は大きく分かれている」とし、その背景

として、合併による主な効果：①専門職員

の配置など住民サービス提供体制の充実強

化、②少子高齢化への対応、③広域的なま

ちづくり、④適正な職員の配置や公共施設

の統廃合など行財政の効率化と、合併によ

る主な問題点・課題：①周辺部の旧市町村

の活力喪失、②住民の声が届きにくくなっ

ている、③住民サービスの低下、④旧市町

村地域の伝統・文化、歴史的地名などの喪

失を挙げている。 

（資料４）は、1920 年（大正 9 年）以来

の市町村数の推移を人口規模別にみたもの



 

 

である。昭和の大合併では 1万人未満の市

町村が大幅に減少し、1～50 万人の市町村

が増加した。また、平成の大合併では 3万

人未満の市町村が大幅に減少し、5～20

万・50～100 万の市町村が増加している。

また、人口規模別の市町村割合をみると、

かつて市町村の大宗を占めていた 1 万人未

満の市町村は、昭和・平成の大合併を通じ

て大幅に減少し、昭和の大合併により大き

く増加した 1～3万人の市町村も、その後趨

勢的に減少している。ただし、両規模の市

町村ともなお 25～30％と高い割合を占め

ている。他方 3万人以上の市町村は、昭和・

平成の大合併により着実にその割合を増加

させている。2010年時点の人口規模別市町

村の市町村数と人口（括弧内）の割合（％）

は、以下のとおりである。 

・100万人以上：1（23）・50～100万人：1（9） 

・30～50万人：2（13）・20～30万人：2（8） 

・10～20万人：9（17）・5～10万人：16（15） 

・3～5万人：14（7）・1～3万人：27（7） 

・1万人未満：28（2） 

 

（資料４）人口規模別市町村数の推移（市町村数・左図、割合・右図）（単位：市町村、％） 

 

出展：総務省「国勢調査」 

３．立地適正化計画策定市町村の概況 

各市町村の立地適正化計画の取組状況と

作成・公表された立地適正化計画の内容は、

下記の国土交通省ＨＰから知ることができ

る。 

http://www.mlit.go.jp/toshi/city_plan/to

shi_city_plan_fr_000051.html 

 

このうち、都市機能誘導区域・居住誘導

区域ともに設定した 66 市町村の概況を総

務省「国勢調査」と国土交通省「都市計画

概況調査」により横並びで整理したのが、

本稿末の(別添資料１)である。 

都市計画現況調査によると、平成 27年 3

月末現在の都市計画区域の区域数は 1,062

区域、市町村数は 1,349都市に及んでいる。

http://www.mlit.go.jp/toshi/city_plan/toshi_city_plan_fr_000051.html�
http://www.mlit.go.jp/toshi/city_plan/toshi_city_plan_fr_000051.html�


 

 

その意味では、立地適正化計画の策定が本

格化するのはこれからとなるが、その先駆

けとなる 66市町村の主な概況は、以下のと

おりである。 

①地域：三大都市圏 19都市、三大都市圏以

外の政令指定都市 4都市（札幌市、新潟

市、北九州市、熊本市）、その他 43都市 

②人口規模：50 万人以上 5 都市、30～50

万人 10 都市、10～30 万人 18 都市、5～

10万人 15都市、3～5万人 9都市、1～3

万人 8都市、1万人未満 1都市 

③都市計画区域の区域区分：線引き 40都市、

非線引き 26都市 

④都市計画区域の人口割合：95～100％47

都市、90～95％8都市、80～90％7都市、

80％未満 4都市 

⑤市街化区域の人口割合：95～100％10 都

市、90～95％7都市、80～90％8都市、60

～80％11都市、60％未満 4都市 

⑤ＤＩＤの人口密度：100人/ha以上2都市、

80～100人/ha8都市、50～80人/ha16都

市、40～50人/ha12都市、40人/ha未満

21都市、ＤＩＤなし 7都市 

このうち計画策定市町村の人口とＤＩＤ

人口密度の分布状況は、（資料 5）のとおり

である。地方圏では人口が少ないほどＤＩ

Ｄ人口密度は低く、三大都市圏では人口の

割に人口密度が高くなっている。 

このように 66 市町村の属性は多種多様

であり、策定された立地適正化計画は、全

国の様々な都市の実情をそれぞれ反映して

いるものと考えられる。 

 

（資料５）立地適正化計画策定市町村の人口及び DID人口密度（横軸：千人、縦軸：人/ha） 

 

出典：総務省「国勢調査」(平成 27 年 10月 1日現在)より作成。 

注：三大都市圏は東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県、大阪府、京都府及び愛知県、地方圏は三大都市圏以外の道県。 

 

４．立地適正化計画の概要と検討 

(別添資料２)は、居住誘導区域と都市機

能誘導区域の設定方法を中心に 66 の立地

適正化計画の概要を整理したものである。

以下、これを基に計画内容を紹介するとと

もに、今後のあり方などについて検討して

みたい。 

(1)都市のコンパクト化の基本的考え方 

立地適正化計画については、都市再生特

別措置法のほか、国土交通省の都市計画運



 

 

用指針、立地適正化計画作成の手引、その

他多数のガイドライン（まちづくりのための

公的不動産有効活用ガイドライン、健康・医療・

福祉のまちづくりのための推進ガイドライン、ま

ちづくりにおける健康増進効果を把握するための

歩行量(歩数)調査のガイドライン、都市構造の評

価に関するハンドブック、鉄道沿線まちづくりガ

イドライン等）が示されている。 

策定された立地適正化計画は、いずれも

こうした指針等を踏まえて作成されており、

都市のコンパクト化についても、基本的に

(資料６)の国土交通資料に示された考え方

が採用されている。即ち、今後の人口減少

と高齢化の更なる進展に対応するため、都

市拠点や公共交通沿線等への都市機能や居

住の集積を図り、「密度の経済」の発揮を通

じて、生活利便性の維持・向上、地域経済

の活性化、行政コストの削減等を図ろうと

するものである。 

しかし、都市機能や居住を集積する区域

をどこにどう設定するか、都市機能を集

約するとしても、居住の集約化をどこまで

行うのか、高次都市機能の維持・向上に必

要な圏域人口の確保や広域連携をどう行う

のか等によって、一極集中型のコンパクト

シティか多極ネットワーク型のコンパクト

シティかなど、都市のコンパクト化にも

様々なバリエーションがあり得る。 

（資料７）は、広島県府中市の立地適正

化計画に示された集約型都市構造の二つの

イメージである。同市は、こうした整理を

行った上で、「府中市の目指す「コンパクト

なまち」とは、生活に必要な機能やまちの

魅力がぎゅっと「集約化」され、その活力

がいっそう輝きだすような、まちの質的な

成長を目指すもの、また、府中市内の各地

域を交通ネットワークでつなぎ、市民一人

一人が住み慣れた地域に住み続けられるこ

とを尊重していくもの」であるとし、「中心

市街地と集落市街地がつながり、主要都市

とも結びつくネットワーク型のコンパクト

シティ」の実現に向けてまちづくりを進め 

 

（資料６）都市のコンパクト化の意義 

 
出典：国土交通省資料 



 

 

（資料７）集約型都市構造のイメージ 

 

出典：府中市立地適正化計画 
 

るとしている。 

その他市町村の立地適正化計画において

も、都市の中心市街地のほか、合併前旧市

町村の市街地や市街化区域外の集落（小さ

な拠点等）を含め、多極ネットワーク型のコ

ンパクトシティの形成＝「コンパクト・プ

ラス・ネットワーク」を目指すものが多く

みられる。 

(2)立地適正化計画策定の目的 

立地適正化計画は、ほぼ共通して上記（1）

の基本的考え方に立ち、これを実現するた

めに策定されているが、このほか特徴的な

目的を掲げるものとして、以下の計画を挙

げることができる。 

①藤沢市立地適正化計画 

藤沢市は、今後も現在の人口規模が維持

されることが想定されることから、市街地

の集約という観点ではなく、各拠点におけ

る都市機能の維持・向上及び大規模自然災

害に対する安全性の向上を図ることとし、

これらの取組により、市民の誰もが住み慣

れた地域で安全・安心に暮らせる少子超高

齢化社会等に向けた持続可能なまちづくり

を進めるとしている。 

②大和市立地適正化計画 

大和市は、当分の間、大幅な人口減少は

見込まれないものの、少子高齢化は確実に

進行しているとして、ⅰ高齢化進行地域の

若返りを念頭に置いた人口誘導による地域

間人口バランスの確保とⅱ子育て世代を中

心とした生産年齢人口の定住と呼び込みに

よる世代間人口バランスの確保を基本方針

とし、「健康な人口」（大和市における理想的な

人口。将来にわたり総人口２０万人程度を保ち、

かつ、地域間及び世代間の人口バランスがとれた

状態）と「健康創造都市 やまと」の実現を

目指すとしている。 

③箕面市立地適正化計画 

箕面市は、現在、平成 32年度の開業を目

指して北大阪急行線の延伸を進めている。

「まちづくりのインフラ整備が最終段階に

入りつつあるなか、最後の重要課題であっ

た北大阪急行線の延伸が動き出した今、「緑

豊かな住宅都市」という本市の都市特性に、

都心部への強力なアクセス性・利便性を加

え、まち全域において住宅都市としての価



 

 

値を高める大きなチャンスを目の前にして

いる」として、この機を十分に活かし、「子

育て・健康・住環境」をキーワードに、身

近な緑を守り高質な住環境をまちの魅力に

する居住誘導区域の設定、子育てと健康長

寿を支える都市機能誘導区域と誘導施設、

豊かな緑と抜群の利便性を両立する公共交

通ネットワークの構築を目指すとしている。 

④門真市立地適正化計画 

門真市は、都市構造上の課題として、ⅰ

子育て世代の流出、ⅱ市内で満たされない

ニーズの存在、ⅲ都市の顔となる地域が不

明瞭、ⅳ南部地域での高い自動車利用割合、

ⅴ準工業地域における準工混在を掲げ、そ

の解決に向けて、ⅰまちの顔を創出し定住

魅力を高める、ⅱ南部の都市機能や拠点を

守る、ⅲ居住環境と工業の操業環境を守る

を基本方針として、都市機能や居住の誘導

を図るとしている。特に居住誘導のアプロ

ーチに関し、「本市の人口密度は 100 人/ha

を超え、全国でも有数の高い状況であるこ

とから、今後の人口減少を「過密」から「ゆ

とり」へ転換する絶好の機会と捉える」と

していることが特徴的である。 

これらはいずれも三大都市圏の市町村に

係る計画であり、最大の課題である人口減

少の面ではまだ恵まれた状況にあると考え

られる。しかし、立地適正化計画は、これ

までの都市計画と異なり、居住や都市機能

といった都市活動を直接捉え、これを誘導

することによって、あるべき都市を積極的

に実現しようとするものであり、各都市の

様々な課題の解決を図る上で大きな役割を

果たすことが期待されていると言える。 

箕面市は、計画策定の狙いについて、「今

後の人口動向や世代構成の変化、地域性な

どを改めて分析した上で、まちづくりと公

共交通を組み合わせて、市の将来像を作っ

ていく立地適正化計画の策定プロセスは、

「俯瞰」と「展望」を具現化するプロセス

そのものであり、箕面市立地適正化計画は、

延伸の実現により間もなく“完成形”とな

ろうとしている箕面市にとって、“完成”の

“その先”を見通す設計図となることをめ

ざして策定するものである。また、本計画

は、箕面市における様々な分野の計画類を

改めて俯瞰し、「コンパクトシティ・プラ

ス・ネットワーク」の視点から横断的につ

なぐ役割も担っている。今後、これらの関

連計画類を見直す際に、本計画と整合を図

ることにより、全市的な課題とその解決の

方向性を共通の土台として、各分野を掘り

下げていくことが可能となると考えてい

る」としている。 

(3)居住誘導区域と都市機能誘導区域の設

定方法 

都市計画運用指針は、居住誘導区域を定

めることが考えられる区域として、①都市

の中心拠点及び生活拠点並びにその周辺区

域、②中心拠点及び生活拠点に公共交通に

より比較的容易にアクセスでき、都市機能

の利用圏として一体的な区域、③合併前旧

町村の中心部等、都市機能や居住が一定程

度集積している区域が考えられるとし、ま

た、都市機能誘導区域については、例えば、

都市全体を見渡し、鉄道駅に近い業務、商

業などが集積する地域等、都市機能が一定



 

 

程度充実している区域や、周辺からの公共

交通によるアクセスの利便性が高い区域等、

都市の拠点となるべき区域を設定すること

が考えられるとしている。 

また、立地適正化計画作成の手引きは、

居住誘導区域は、①生活利便性が確保され

る区域（都市機能誘導区域に容易にアクセスでき

る区域、駅・バス停の徒歩・自転車利用圏に存す

る区域）、②生活サービス機能の持続的確保

が可能な面積範囲内の区域、③災害に対す

る安全性等が確保される区域が望ましく、

また、都市機能誘導区域は、各拠点地区の

中心となる駅・バス停や公共施設から徒

歩・自転車で容易に回遊可能で、公共交通

施設・都市機能施設・公共施設の配置、土

地利用の実態等に照らし、地域としての一

体性を有している区域が望ましいとしてい

る。 

こうした指針等を踏まえ、各立地適正化

計画では、（別添資料２）のように居住誘導

区域と都市機能誘導区域が設定されている。

これを総括すれば、一般に、居住誘導区域

は、①現状の市街化区域又は用途地域指定

地域をベースに、②人口密度、公共交通の

利便性、生活利便施設の立地状況等を加味

し、③災害リスクの高い区域、工業系用途

地域、一団の都市農地、大規模施設等の非

可住地等を除外して設定され、また、都市

機能誘導区域は、市町村の総合計画や市町

村マスタープランに位置付けられた都市拠

点（中心拠点、地域拠点、生活拠点等）の商業、

業務等の集積地域に設定されている、と言

うことができる。 

(4)居住誘導区域と人口密度 

居住誘導区域の合計面積は、43の立地適

正化計画に記述されているが、その市街化

区域又は用途地域指定地域に占める割合は、

90～100％5 都市、80～90％10 都市、70～

80％7 都市、60～70％5 都市、50～60％12

都市、50％未満 4都市であり、市町村によ

って大きな差がみられる。こうした相違が

生じる要因としては、将来の人口見通し、

都市の規模、居住誘導区域とそれ以外の地

域の位置付けの違い、工業系用途地域の広

狭等が挙げられよう。 

このうち都市の規模とは、上記居住誘導

区域の設定方法の「②人口密度、公共交通

の利便性、生活利便施設の立地状況等の加

味」が、人口の多い大規模な都市ではほと

んど問題とされていないのに対し、小規模

な都市では、人口密度や公共交通機関のカ

バー率の低さ等から実質的な意味を持って

くることである。 

この人口密度に関し、立地適正化計画作

成の手引きは、「区域内において、少なくと

も現状における人口密度を維持することを

基本に、医療、福祉、商業等の日常生活サ

ービス機能の持続的な確保が可能な人口密

度水準が確保される面積範囲内の区域」が

望ましいとし、「生活サービス機能の持続性

確保に必要な人口密度としては、計画的な

市街化を図るべき区域とされる市街化区域

の設定水準が一つの参考となる」としてい

る。 

このため、人口密度 40人/haが一つの基

準となり、和歌山県有田市や岐阜県関市な

どのように、これに即して限定的に居住誘

導区域を設定している計画もあるが、他方、



 

 

現状の人口密度の低さなどから、40 人/ha

を下回る居住誘導区域を設定している計画

も多くみられる（（別添資料２）のとおり、計

画の数値目標に居住誘導区域の人口密度を挙げる

市町村は 53 市町村に上っている。設定された 59

居住誘導区域のうち 40/ha を下回るものは、現

状：30～40 人/ha12 区域、30 人/ha 未満 14 区域、

目標：30～40 人/ha7 区域、30 人/ha 未満 17 区域

である）。 

周知のとおり市街化区域は、すでに市街

地を形成している区域（既成市街地及びこれ

に接続して現に市街化しつつある土地の区域）及

びおおむね十年以内に優先的かつ計画的に

市街化を図るべき区域であり（都市計画法 7

条 2 項、同法施行令 8 条 1 項）、この既成市街

地の人口密度の基準として 40人/ha以上が

定められている（同法施行規則 8 条）。また、

都市計画運用指針は、住宅用地の人口密度

について、土地の高度利用を図るべき区域

にあっては 100 人/ha 以上、その他の区域

にあっては 80人/ha以上を目標とし、土地

利用密度が低い地域であっても 60人/ha以

上とすることを基本とすることが望ましい

としている。根拠は記されていないが、現

行都市計画法のベースとなった昭和 43 年

の都市計画中央審議会の答申に示された考

え方である。 

一方、国勢調査で設定されるＤＩＤは、

①原則として人口密度が 4,000 人/㎢以上

の基本単位区等が市区町村の境界内で互い

に隣接して、②それらの隣接した地域の人

口が国勢調査時に 5,000 人以上を有する地

域である。総務省統計局のＨＰによると、

国勢調査の結果は、市及び区は市部、町及

び村は郡部として、それぞれ都市的地域又

は農村的地域を表すものとして慣用されて

きたが、昭和の大合併により、市部の地域

内に農村的性格の強い地域が広範囲に含ま

れるようになった結果、市部は都市的地域

としての特質を必ずしも明瞭に表さず、統

計利用上不都合が生じるようになった。そ

こで、都市的地域の特質を明らかにする新

しい地域単位として昭和 35 年の国勢調査

から設定されるようになったのがＤＩＤで

ある。 

ＤＩＤの設定に大きな役割を果たした大

友篤氏によると 1、ＤＩＤの密度基準 4,000

人/㎢以上は、市街地から郊外に移行する地

帯の人口密度の変化、景観の状況、一人当

たり畳数や農林業就業者の割合等の統計数

値を実地に調査し、密集地区と非密集地区

の明瞭な差異を示す基準として設定された

ものである。同氏は、「ＤＩＤの基準は、都

市地理学の知見に基づき、日本におけるい

くつかの都市内部における人口分布のパタ

ーンなどを比較観察し、数回にわたる実地

踏査重ねて検討した結果から、経験的、観

察的に導かれたものである」2

さて、今後問題になるのは、人口減少に

伴い低密度化する市街地をどう認識し、都

市計画上どう位置付けるかである。既にみ

たとおり、ＤＩＤの人口密度は、昭和 35

年から平成 27 年の間に、三大都市圏で

124.1人/haから 87.8人/ha、地方圏で 88.4

とされている。 

                                                  
1 「昭和 35 年国勢調査人口集中地区について」（昭

和 38 年統計局統計研究彙報第 12 号） 
2 「日本都市人口分布論」（昭和 54 年（株）大明

堂）84 頁 
 



 

 

人/haから 50.1人/haへと大きく低下して

いる（資料 2-4）。その背景には、経済成長

と所得水準の向上、地価の高騰、人口増加

に対応した郊外部の開発、良好な居住環境

を実現するための持家取得、大規模商業施

設等の郊外立地、公共交通やモータリゼー

ションの発達があり、昭和 35年当時の想定

を超える都市の拡大と市街地の変容があっ

た。しかし、今後は、2050年に 8割、2100

年に 5割となる人口減少により、これまで

拡大してきた市街地がスポンジ状に低密度

化すると予想される。その場合、人口密度

が 40人/haに満たない市街地は線引き対象

や市街化区域から除外するのか、仮に除外

するとした場合、これら市街地を都市計画

上どう取り扱うのが相応しいのかが問われ

ることになる。立地適正化計画作成の手引

き等では、この点が必ずしも明らかでなく、

各市町村が実情に応じ対応し得るものとも

理解されるが（現に、上記のとおり 40 人/haに

満たない居住誘導区域も多数設定されている）、

都市や市街地をどう認識し、どう対応する

かは都市計画の基本に関わるテーマである。

コンパクトシティ政策の推進と併せ、こう

した問題の検討と整理が早急に進められる

ことを期待したい。 

(5)公共交通ネットワークの確保 

立地適正化計画では、都市拠点等の交通

結節点や公共交通沿線に居住を誘導し、利

便性の高い公共交通で結ばれたコンパクト

なまちを実現するため、多くの市町村が、

鉄道駅 800m、主要バス停 300m を基本に居

住誘導区域を設定している。特に人口規模

の小さい都市では、これが居住誘導区域を

画する大きな要素となっている。 

コンパクトなまちづくりで全国的にも知

られる富山市では、特にこの点が強調され、

平成 20 年に策定した富山市都市マスター

プランに基づき、「公共交通を軸とした拠点

集中型のコンパクトなまちづくり」（「お団

子と串の都市構造」）が展開されている。立地

適正化計画では、居住誘導区域を「都心地

区」と「公共交通沿線居住推進地区」（用途

地域の鉄道駅 500m、主要バス停 300m）を基本に

設定し、市民が公共交通沿線での居住と郊

外居住のいずれもが選択できる環境を提供

しながら、公共交通の活性化や都市機能の

集約により区域内の魅力を高め、中長期的

に居住の誘導を図るとしている。 

しかし、他方では、居住誘導区域の設定

に当たり公共交通に係る基準を設けていな

い市町村も少なくなく、滋賀県湖南市は、

設定した居住誘導区域はほぼ公共交通のサ

ービス圏に含まれるが、自動車依存の強い

地方都市においては公共交通へのシフトが

一気に進むとは考えにくいこと等から、公

共交通の利便性のみを区域設定の基準とは

しないとしている。 

また、（別添資料 1）の自家用車の交通手

段分担率（平成 22 年国勢調査・複数回答）を

みると、首都圏と近畿圏の市町村は 20％前

後であるが、それ以外の大部分の市町村は

50％～80％と大きく様相が異なる。また、

各立地適正化計画をみると、ほとんどの市

町村で自動車の分担率は経年的に上昇して

いるのが実態である。 

コンパクトシティ、なかんずく多極ネッ

トワーク型のコンパクトシティを実現する



 

 

ためには、各拠点を結ぶ公共交通の確保が

重要であり、今後全国でほぼ 4割に達する

高齢者の移動手段の確保や「歩いて暮らせ

るまちづくり」・「健康・医療・福祉のまち

づくり」を実現するためにも、公共交通沿

線への居住の誘導と公共交通サービスの維

持や利便性向上を連携して進めることが必

要である。しかし、これは、上記のような

多くの市町村の交通実態を踏まえれば、居

住誘導区域の設定場所として公共交通の利

便性が高い公共交通沿線が相応しいことを

意味するに過ぎず、これによって、首都圏

や近畿圏におけるような公共交通を主体と

した交通体系や市街地が形成されるわけで

はないことにも留意が必要である。その意

味では、地方都市のあるべき市街地は、現

在の公共交通のみで規定されるわけではな

く、湖南市のような、地域の実情に応じた

総合的・弾力的判断を行っていくことも肝

要と思われる。また、今後最も懸念される

交通弱者対策や買い物弱者対策については、

コミュニティバスやデマンドタクシーを含

む公共交通の維持・確保のほか、商業や物

流のあり方の改善、ライドシェア、貨客混

載、運転支援システムや自動運転、ドロー

ンなど新技術の活用等を合わせ、総合的に

対策の検討を進めることが必要である。 

(6)災害リスクへの対応 

居住誘導区域や都市機能誘導区域からは

災害危険区域等の災害リスクの高い区域が

除かれている。災害に強く安全なまちとす

るため、災害リスクの低い地域に居住や都

市機能を誘導するものであり、併せて、災

害リスクが比較的高いものの既に都市機能

や住宅等が集積している地域については、

災害リスクを軽減するため河川、下水道等

の整備を重点的に推進することとしている。 

居住誘導区域から除外される区域は、都

市再生特別措置法 81条 11項（含まない区域）

と都市計画運用指針（原則として含まない区

域）に定めがあり、各立地適正化計画を通

じほぼ共通している（災害危険区域、土砂災害

特別警戒区域、地すべり防止区域、急傾斜地崩壊

危険区域等）。計画によって違いがみられる

のは、主に土砂災害警戒区域と浸水想定区

域（水深 2ｍ以上等とするものも多い）である。

特に浸水想定区域については、市街地の多

くが浸水想定区域内にあること、土砂災害

と比較して災害発生までにある程度の時間

が見込めることから、浸水被害を防止・軽

減するハード対策と防災情報の周知や警戒

避難体制の構築等のソフト対策により対応

することを理由に、これを除外しないとす

る市町村が多い。また、原子力発電所でよ

く話題に上る活断層などについては、法や

指針に挙げられていないこともあり、除外

している市町村はみられない。 

都市は、河川の氾濫原等の平坦地に拓か

れたものが多く、市街地にとって浸水想定

区域は付き物である。また、活断層などに

はまだまだ未知の部分が多いであろう。し

たがって、計画期間 20年といったタームで

は、これらを除外しないとすることも極め

て合理的で現実的なものと考えられる。し

かし、人口減少は、今後国土利用に様々な

面で余裕をもたらす（人口が 8割になれば一人

当たり国土面積は 1.25倍、5割になれば 2 倍にな

る）。防災に資するまちづくりにおいても、



 

 

国家 100年の計に立って、少なくとも水深

2ｍ以上の浸水想定区域は除外するなど可

能な限りリスクを回避し、グリーンインフ

ラ（社会資本整備、土地利用等のハード・ソフト

両面において、自然環境が有する多様な機能を活

用し、持続可能で魅力ある国土づくりや地域づく

りを進めるもの。ここでは、特に災害リスクと市

街地に距離を置き、その空間を自然的土地利用を

図る区域として活用すること）の取組を進める

ことが肝要と考える。 

(7)非集約エリアの位置付け 

居住誘導区域と都市機能誘導区域以外の

非集約エリアについて、都市計画運用指針

や立地適正化計画作成の手引きは、住宅開

発等の届出・勧告制度、居住調整地域、開

発許可、跡地等管理区域、居住が誘導され

た際の市街化調整区域への編入等に関する

指針を示している。しかし、これらは専ら

誘導区域に居住等を誘導する見地から整理

されたものであり、非集積エリアについて

どのような土地利用を実現するのか（低密

度で良好な環境を備えた市街地として維持するの

か、農地や森林など自然的土地利用に戻すのか、

自然体で推移を見守るのかなど）、そのために移

行期を含めてどのような取組や対策を講じ

るのかなど、非集約エリアのあり方自体に

ついて積極的に方針を示すものとはなって

いない。しかし、地域住民や自治体担当者

など関係者が最も関心があるのはこうした

事項と思われ、非集積エリアの位置付けを

明確にすることは、コンパクトシティを誰

からも理解される完結的な政策とする上で

重要なポイントと考えられる。 

この点に関し立地適正化計画をみると、

多くの計画は、「メリットを最大限享受でき

るような施策を講じることで誘導を促し、

時間をかけながら居住の誘導を推進する」

等と記述するにとどまっている。 

こうした中で、非集約エリアについて積

極的な位置付けを行っている主な計画を紹

介すれば、以下のとおりである。 

①札幌市立地適正化計画 

札幌市は、現状の市街化区域を基本にコ

ンパクトな都市づくりを目指すとして、居

住誘導区域は、土地の高度利用を基本に集

合型の居住機能（共同住宅・長屋・寄宿舎）を

集積する「集合型居住誘導区域」に設定し

ている。 

開発時期の古い郊外住宅地の一部は、人

口減少スピードが速まるが、今後 20年間は

人口密度が概ね維持され、居住地としての

需要が一定程度存在すると考えられること

から、「持続可能な居住環境形成エリア」を

設定し、今後も生活利便性・交通利便性を

確保しつつ、持続的な地域コミュニティの

形成を目指すとしている。 

②弘前市立地適正化計画 

弘前市は、居住に適さないエリアを除く

市街化区域を「居住区域」とし、居住誘導

区域以外のエリアを、ⅰ生活環境共存エリ

ア、ⅱ歴史環境保全エリア、ⅲ住環境エリ

ア、ⅳ持続的な地域づくり検討エリアに 4

区分して、地域のコミュニティや生活環境

の維持に取り組むとしている。 

このうち、ⅲの住環境エリアは、現在の

住宅地としての生活を継続し、地域を存続

していけるエリア、ⅳの持続的な地域づく

り検討エリアは、2035年推計値が人口密度



 

 

20人/ha未満かつ高齢化率 40％以上のエリ

アであり、地域コミュニティの存続が課題

となることから、持続可能な地域づくりの

あり方を地域とともに話し合うこととして

いるエリアである。 

③長岡市立地適正化計画 

長岡市は、市街化区域及び非線引用途地

域の住居系市街地について、「まちなか居住

区域」と「郊外居住区域」を設定している。 

このうち「まちなか居住区域」は、利便

性の良い公共交通があり、都市拠点と連続

していることで、歩いて暮らせる居住環境

を維持していく区域であり、居住誘導区域

に位置付けている。 

また、「郊外居住区域」は、公共交通だけ

でなく、自家用車も活用しながら、郊外の

ゆとりある良好な居住環境を維持していく

区域であり、土地区画整理事業や民間事業

者の宅地整備等により都市基盤が整ってい

る区域に設定し、長岡市都市計画マスター

プラン等に基づいた取組をこれからも進め

ていくとしている。 

④金沢市立地適正化計画 

金沢市は、市街化区域内の居住誘導区域

以外の区域に、自動車や自転車での移動を

主体として、日常生活に必要な施設を維持

しながらこれまで通りに暮らし続けられる

区域として「一般居住区域」を設定し、空

き家や空き地を活かした市民農園の開設や

ゆとりある住まいづくり、家族との同居・

近居、住民主体のまちづくりなどを進める

ことにより、地域コミュニティの維持・活

性化を図るとしている。 

⑤岐阜市立地適正化計画 

岐阜市は、5種類の居住区域（ⅰまちなか

居住促進区域、ⅱ居住促進区域、ⅲ一般居住区域、

ⅳ郊外居住区域、ⅴ集落区域）と 3種類の拠点

（ⅵ都心拠点区域、ⅶ地域生活拠点区域、ⅷ都市

機能拠点区域・産業拠点区域）を設けることに

より、集約型都市構造を構築するまちづく

りを進めるとしている。このうち、ⅰ・ⅱ

の居住区域を居住誘導区域に定め、ⅲ～ⅴ

の居住区域については、引き続き都市計画

マスタープランの整備方針を基に、良好な

住環境の維持・保全を図るとともに、地域

交通等の居住に関するセーフティネットの

維持・確保に努めるとしている。 

⑥枚方市立地適正化計画 

枚方市は、居住誘導区域外の、ⅰ居住環

境の保全を促進する区域（一団の住宅地）、

ⅱ住工協調区域、ⅲ市条例により市街化調

整区域の一定の開発行為が緩和される区域、

ⅳ市街化区域内の災害のおそれのある区域

に「居住環境保全区域」を設定し、人口減

少の中においても公共交通の交通利便が低

下することがないよう努めるとともに、災

害の発生が懸念されるエリアではその対策

や防除を図っていくなど、居住環境の保全

を図るとしている。 

⑦久留米市立地適正化計画 

久留米市は、「その他区域外への対応」と

して、居住誘導区域外の地域についても、

ⅰ持続的な地域コミュニティの形成を目指

す必要がある地域、ⅱ良好な環境を備え、

暮らしを支える市街地の機能を継続して有

効活用する地域、ⅲ鉄道駅周辺の立地特性

を活かし、鉄道沿線居住や都市機能の誘導

などの可能性を有する地域などについては、



 

 

生活サービス機能が低下しないように、他

の施策とも連携し、総合的な取組を進めて

いく必要があるとし、久留米市全域で持続

可能な都市づくりを進めるため、居住誘導

区域外の地域における適切な土地利用のあ

り方などについても検討するとしている。 

いずれの計画も、非集約エリアを、単に

「誘導が図られる居住誘導区域外の地域」

とするのではなく、「自家用車等での移動を

主体として、日常生活に必要な施設やゆと

りある良好な居住環境を維持していく区

域」等と方向付け、必要な取組を進めると

している。また、弘前市の計画では、「現在

の住宅地としての生活を継続し、地域を存

続していけるエリア」と「地域コミュニテ

ィの存続が課題となるエリア」を区別し、

後者について「地域づくりのあり方を地域

とともに話し合う」としていることが注目

される。今後の人口減少を踏まえたまちづ

くりを推進するに当たっては、こうしたき

め細かい対応を図ることが重要と考えられ

る。 

(8)市街化区域外の集落等の位置付け 

都市機能誘導区域は、ほとんどの計画で、

市町村の総合計画や市町村マスタープラン

に位置付けられた都市拠点（中心拠点、地域

拠点、生活拠点等）の集積地域に設定されて

いる。しかし、地域拠点や生活拠点等の中

には市街化区域外や用途地域外、さらには

都市計画区域外の地域に位置するものもあ

り、これらの拠点については、引き続き市

町村マスタープラン等に基づき取組を進め

るとするものが多い。 

また、より積極的に市街化区域外の集落

等に関し取組を記載している計画として、

以下のような計画を挙げることができる。 

①弘前市立地適正化計画 

弘前市は、都市機能誘導区域と連携した

田園地域の持続可能な地域づくりについて、

弘前市都市計画マスタープランの田園ビジ

ョンである「豊かな田園生活環境と生産環

境を創造するコンパクトな集落」の実現を

目指すとし、地域での支え合い活動の展開

や近隣の都市機能誘導区域とのソフト面で

の連携等の「立地適正化計画と連動して行

う地域づくりの方向性」を示している。 

②魚沼市立地適正化計画、新宮市立地適正

化計画及び西条市立地適正化計画 

魚沼市は、都市拠点（小出市街地、堀之内

市街地）について、居住誘導区域等を設定

し、人口密度の維持を目標に多世代の人口

集積を目指すとともに、地域拠点（旧来から

の 6生活拠点）について、地域内居住者の生

活を守り、地域の存続を図るため、地域内

からの移住を中心に人口集積を図り、「小さ

な拠点」の形成を目指すとしている。 

新宮市と西条市も、市街地外の集落が散

在する地域や立地適正化計画区域外の地域

について、既存集落の「小さな拠点」づく

り等の取組を進めるとしている。 

③佐久市立地適正化計画 

佐久市は、市内のどのような場所であっ

ても暮らし続けることを保障する持続可能

なまちづくりを推進するため、用途地域外

の地域について、次の「地域拠点」と「コ

ミュニティ拠点」を計画上に位置付け、各

種施策に取り組むとしている。 



 

 

ⅰ地域拠点（2 支所周辺）：旧町村の中心部等にお

いて、拠点性を高める取組を推進するとともに、

緩やかな集約化により、一定程度の人口密度を確

保することを目指す。 

ⅱコミュニティ拠点（既存集落）：小学校区など複

数の集落が集まる地域において、地域コミュニテ

ィや生活基盤等の維持のため、商店・診療所など

の生活サービス機能の拠点集落への維持を目指す。 

ⅲ自然との共生エリア(都市計画区域外）：自然的

土地利用を基本に、多様なライフスタイルに応じ

た定住・移住の場を提供する。 

④岐阜市立地適正化計画（前掲） 

⑤朝来市立地適正化計画 

朝来市は、都市計画区域外について、旧

３町の中心をなす市街地周辺において、不

便を感じない暮らしの確保とともに、地域

内バス交通やデマンド交通のフィーダー線

と、都市拠点にアクセスする基幹公共交通

と連携し、生活利便性の向上や観光ネット

ワークの形成に努めるとしている。 

⑥菊池市立地適正化計画 

菊池市は、「（菊池市都市計画マスタープ

ランに示された）将来都市構造の実現にお

ける立地適正化計画の位置づけ」に関し、

立地適正化計画では、基本的に都市計画区

域におけるコンパクトで活気のある都市的

空間の形成を担当し、都市計画区域外の菊

池山間部、七城地区、旭志地区の一部につ

いては、農林業生産の維持・活性化のため、

日常生活サービスを提供する生活拠点やコ

ミュニティ拠点の形成を図るとしている。 

少子化に伴う人口減少と高齢化の進展は、

全国のあらゆる地域に影響を与え、それは

都市部以上に農山村部において深刻なもの

となることが予想される。こうした状況の

中で、コンパクトシティ、中でも多極ネッ

トワーク型のコンパクトシティを形成する

ことは、居住誘導地域に一定の人口を確保

し、これを背景に都市機能誘導地域に都市

機能を維持・集積することによって、都市

はもとより、周辺を含めた地域全体の活性

化を図るものと理解される。 

また、立地適正化計画を策定した市町村

の多くが平成の大合併を経ているが、２．

(4)でみたように、その評価は大きく分かれ

ており、合併による効果として、人々の行

動実態に適合した「広域的なまちづくり」

が挙げられる一方、問題点・課題として、

「周辺部の旧市町村の活力喪失」、「住民サ

ービスの低下」等が挙げられていた。 

こうした状況を反映し、都市計画運用指

針も、都市機能誘導区域の設定について、

「市町村の主要な中心部のみならず、例え

ば合併前旧町村の中心部や歴史的に集落の

拠点としての役割を担ってきた生活拠点等、

地域の実情や市街地形成の成り立ちに応じ

て必要な数を定めることが望ましい」とし、

現に多くの計画で、旧市町村中心部に立地

する市町村の支部等を中心に都市機能誘導

区域が設定されている。 

しかし、上記のとおり、市街化区域外や

用途地域外、ましてや都市計画区域外に位

置する拠点や集落等については、これらに

対する取組を記載するもの・しないもの、

その取組を市町村マスタープラン等で行う

もの・立地適正化計画で行うものなど、市

町村によって対応は様々である。 



 

 

この問題は、各市町村にとって何が重点

課題になっているか、立地適正化計画と市

町村マスタープラン等との役割分担をどう

考えるか、都市行政の役割と地域行政や農

林行政の関係をどう整理するか等に関わり、

一概に何がベストと決めにくい問題と思わ

れるが、地方の総合行政を担う市町村とし

ては、いずれにせよ都市を含む地域全体の

維持・活性化を図る必要があり、こうした

市町村の必要に立地適正化計画がどう応え

ることができるのか、市町村や関係省庁と

ともに前向きに検討し、その役割を明確に

していくことが必要と考える。 

(9) 立地適正化計画に期待される事項 

最後に、以上記してきたことのほか、立

地適正化計画に期待される事項について、

何点か私見を述べてみたい。 

①2050 年、2100 年等の長期展望 

都市計画運用指針は、立地適正化計画の

計画期間について、「一つの将来像として、

おおむね 20 年後の都市の姿を展望するこ

とが考えられるが、あわせてその先の将来

も考慮することが必要である。また、おお

むね５年ごとに評価を行い、必要に応じて

立地適正化計画や関連する都市計画の見直

し等を行うことが望ましく、動的な計画と

して運用すべきである」としている。 

策定された計画は、2035 年又は 2040 年

までを計画期間とするものが多く（他は、市

町村マスタープランの目標年次に合わせ 2025 年

～2030年まで。最長は、金沢市立地適正化計画の

2060年を展望した 2040年まで）、また、すべて

の計画が 5年ごとの評価・見直し等を行う

こととしている。 

こうした計画期間の考え方は、おおむね

20年後の都市の将来像を想定し、おおむね

10 年以内に実施する事業等を決定する都

市計画の基本的流れに即したものと思われ

る。しかし、２．(3)でみたように、国立社

会保障・人口問題研究所の将来推計によれ

ば、我が国の人口は、2050年に約 1億 2百

万人、2100年には約 6千万人まで減少する

と見込まれる（長期参考推計は 2115年まで示さ

れており、その中位推計値は約 5 千 1 百万人であ

る）。人口減少の影響を単純に試算すれば、

人口が 8割となる 2050年までは、現行都市

計画法が施行された当時の姿に戻ることが

一つの目安となるが、人口が 5割、1925年

(大正 14年)当時の人口規模となる 2100年に

ついては、都市の姿を具体的にイメージし

難く、2050年以降は、そうした更に本格的

な都市の縮減が進むと予想される。 

どのような将来の都市像を想定するかに

よって、計画の内容や必要な対策は自ずと

異なり得る。また、長期展望を持つことは、

それ自体が一つの目安となり、計画の有効

性や信頼性を高める。今後 100年に及ぶ人

口の減少トレンドの中で、20年後の都市の

姿を展望し、5 年ごとの更新を繰り返すだ

けでは、人口減少の進展をただ後追いする

ことになりかねない。 

こうした事態を避けるため、例えば、国

立社会保障・人口問題研究所の将来推計

「2100年・人口 5割」を念頭に、立地適正

化計画に 2050 年、2100 年等の長期展望を

盛り込むことが必要である。そのため、国

は、その材料となるこれら将来のあるべき

都市像を描き、提供していくことが重要で



 

 

ある。都市計画運用指針にも、「あわせてそ

の先の将来も考慮することが必要である」

とあり、その実質化を図るものである。 

その検討に当たっては、ⅰ我が国のこれ

までの都市化や国土利用の推移を過去に遡

って整理すること、ⅱ世界に目を向け、各

国の市街地や集落、生活機能や公共交通等

の現状と成立ちを整理することが有効と思

われる。特に後者については、8 月ＲＭで

みたように、国土面積が比較的近いフラン

ス・ドイツ・イタリア・イギリスの現在の

人口と人口密度が 2100 年の我が国とほぼ

同等であり、これら 4か国、さらには類似

するヨーロッパ諸国の現状は、2100年のあ

るべき都市像を描く上で大いに役立つもの

と考えられる。 

②人口減少がもたらす効用の有効活用等 

どんな物事にもプラス面とマイナス面が

あるように、人口減少にも、都市機能の低

下や経済活力の低下等の懸念がある一方で、

一人当たり国土資源の増加、環境負荷の低

減等の効用があり、その効用の最大限の発

揮を図り、有効に活用していくことが必要

である。 

しかし、現在の立地適正化計画は、専ら

人口減少のマイナス面に着目し、懸念され

る事態にいかに対処するかに終始している

ようにみえる。しかし、こうしたアプロー

チだけでは、人口減少の効用を十分に活か

す貴重な機会を逃すことになりかねず、長

期にわたり人口減少が続くことを考えれば、

社会の風潮、特に若者世代の意識の形成の

上でも好ましいものとは言えないであろう。 

また、立地適正化計画の中には、課題へ

の対応として、人口の維持・確保を目標に

掲げる計画もある。各市町村が地域を振興

し、人口の流入を図ろうとすることは当然

であり、それは経済活性化の観点からも望

ましい。しかし、人口問題の解決は、移民

等を除けば、長期にわたる出生率の上昇に

よるほかはなく、東京一極集中是正の論議

を含め、地域間で人口を取り合うことは、

正にゼロサムゲームであり、全体をみれば

何ら問題の解決につながらないであろう。 

こうした状況を踏まえ、立地適正化計画

に人口減少がもたらす効用の有効活用の視

点を是非とも導入する必要がある。それは、

人口が減少しても、さらには人口が減少す

るからこそ、これを活かして地域をより良

くしようとする視点である。これにより、

特に人口減少に伴う一人当たり国土資源の

増加について、これが実際にゆとりある住

宅や居住環境の実現、グリーンインフラを

活用したうるおいある安全・安心な都市空

間の形成、農林業の規模拡大、豊かな自然

環境の保全等に結び付くようになることを

強く期待したい。 

このような視点に立つ唯一の計画として、

門真市の立地適正化計画があった。「本市の

人口密度は 100 人/ha を超え、全国でも有

数の高い状況であることから、今後の人口

減少を「過密」から「ゆとり」へ転換する

絶好の機会と捉える」とするものである。

これは人口稠密な大都市のケースであるが、

このほか、我が国の 100 年後の有力な見本

となるのが、前述した現在のヨーロッパ諸

国の状況である。人口減少の効用や不効用

を検討するに当たっては、ここから多くの



 

 

教訓を読み取ることが重要と考えられる。 

一方、少子化は、人口の減少と併せて高

齢化の進展をもたらす。これにより、従属

人口指数（（年少人口＋老年人口）÷生産年齢人

口）の上昇、貯蓄率の低下と投資の抑制、

年金や医療・介護費の増加による社会保障

制度の困難化等の、いわゆる「人口オーナ

ス」が生じることになる。人々の経済的豊

かさは、一国全体のＧＤＰでなく、一人当

たりのＧＤＰ、即ち一人当たり所得の大き

さによることを考えれば、経済的には、小

峰隆夫法政大学教授が言われるとおり 3

米ドルで換算した我が国の一人当たり名

目ＧＤＰは、IMF統計によれば 2016年世界

第 22 位（2015 年 26 位）、国連統計によれ

ば 2015年 32位で、いずれも 1990年代の一

桁台から大きく順位を下げている。為替変

動や物価水準を考慮する必要はあるものの、

憂慮すべき状況にあると言わざるを得ない

であろう。しかし、人口オーナスに対処す

るためには、この一人当たりＧＤＰを増加

させることがすべての基本となる。このた

め、労働参加率の向上（女性や高齢者の就労

促進や社会参加）、勤労者の労働生産性の向上

（勤労者の能力向上と成長分野での能力発揮の機

会の提供）、そして何よりも大きな成長の原

動力となるイノベーション（全要素生産性の

向上）等を積極的に促進する必要がある。

また、その効果が現われるまでには 50年・

100 年単位の時間を要するが、人口オーナ

、

人口問題の本質は、「人口減少」でなく「人

口構成」（＝高齢化の進展）にあることになる。 

                                                  
3 「「人口オーナス」から導かれる新常識」

（2010.9.10 日経ビジネス）  

ス自体の縮減を図るため、また、将来の人

口の下げ止まりを期するため、少子化対策

を今から着実かつ継続的に講じていくこと

が必要である。 

こうした経済対策や少子化対策は、基本

的に国がオールジャパンの観点から経済や

社会の構造対策として推進すべきものと考

えるが、立地適正化計画においても、地域

の生活者の視点に立って、「歩いて暮らせる

まちづくり」、「健康・医療・福祉のまちづ

くり」など、高齢者が健康で生きがいを持

って暮らせる環境整備、子育て世代が安心

して子供を産み育てることのできる環境整

備等を着実に推進していくことが必要であ

る。また、人々の幸せにとって経済的豊か

さは一つの要素に過ぎず、人口減少や高齢

化の進展は既に決定された基本的に避けが

たいものである以上、人口オーナスは、環

境や資源への賦課が少ないゆとりある国土

を実現するための歴史的転換に要するコス

トと考え、覚悟を決めて臨むことも、物事

を前向きに進める上で重要な視点ではない

かと考える。 

③コンパクトシティを実現するための対

策技術とメカニズムの形成 

都市計画運用指針や立地適正化計画作成

の手引には、居住誘導区域と都市機能誘導

区域に係る措置として、誘導的手法の活用

と規制的手法の活用が示され、これら区域

内に居住や誘導施設の立地を誘導するため

に市町村が講ずる施策が詳細に示されてい

る。各立地適正化計画も、基本的にこの指

針に即して計画が策定されている。 

その意味では、両区域への居住等の誘導



 

 

に力点が置かれ、これまで述べてきたよう

な視点、非集約エリアや市街化区域外の集

落等の位置付け、2050年・2100年等の長期

展望、人口減少がもたらす効用の有効活用

等の視点からの施策は不十分なものにとど

まっている。 

しかし、こうした取組を進めるためには、

まず有効な施策自体の構築と充実が不可欠

であり、そのための対策技術の確立が必要

である。例えば、非集約エリアを自然的土

地利用に戻すとした場合、放置しておくだ

けではどうなるのか、国土の荒廃を防ぐた

めにはどのような対策工事が必要なのか、

関係権利者の合意形成を図るにはどのよう

な計画手法が相応しいのか等の知見が必要

である。また、将来の世代に向けて国土を

有効に活用し得るものとして適切に引き継

ぐためには、地籍の明確化や所有者不明土

地・権利者多数土地の問題の発生を防止す

るための制度的枠組みが必要である。こう

した対策技術の確立と実効性ある施策の構

築を図り、あるべきコンパクトシティの実

現に向けて、各種施策を総合的に推進して

いくことが必要である。 

また、立地適正化計画の施策全般に関し、

居住等の誘導をどのようなメカニズムを通

じて実現するのかが必ずしも明らかになっ

ていないように思われる。 

２．(1)(2)でみたように、我が国の都市

化は、既存の市街地の周辺に全国的に人口

の集積が進んだものであり、こうした市街

地の拡大には、経済成長と人口増加、地価

の高騰、良好な居住環境を実現するための

持家取得、モータリゼーションの発達等の

経済的・社会的メカニズムが働いたと考え

られる。問題は、今後の人口減少により、

住宅等の現所有者や新規取得者等がそれぞ

れどう行動し、市街地の形成にどのような

メカニズムが働くことになるかである。 

都市のスポンジ化は、こうした検討に重

要な視点を提供するものであり、冒頭に記

したとおり、国土交通省の都市計画基本問

題小委員会が 8月に中間とりまとめを発表

している。この報告書は、①現に発生した

スポンジ化への対処方策と②スポンジ化の

発生に備えた予防策について、「施策の具体

的方向性」を取りまとめるとともに、「今後

に向けて（更なる検討課題）」において、今

後検討すべき重要な論点を整理している。

こうした論点の検討を通じ、人口減少下に

おける市街地形成のメカニズム、さらにコ

ンパクトシティを実現するために新たに形

成すべきメカニズムが明らかにされ、有効

な対策が更に積み重ねられていくことを期

待したい。 

 

以上、縷々述べてきたが、これから迎え

る人口減少や高齢化の進展は、近代国家の

中では我が国が世界に先駆け初めて経験す

るものとなる。立地適正化計画制度は、こ

れを乗り越えるための歴史的チャレンジの

一環をなすものであり、これから本格実施

されるものである。ＰＤＣＡサイクルを回

しながら、後続する諸国のモデルともなる

ような大きな成果を上げていくことを期待

したい。 



 

  

(別添資料１）立地適正化計画策定市町村の概況
行政区域 都市計画区域 市街化区域 市街化調整区域

都道府県 市町村 面積ha 人口千人 人口密度人/ha 面積ha 対行政区域％ 人口千人 対行政区％ 人口密度人/ha 面積ha 対行政区域％ 対都計区域％ 人口千人 対行政区域％ 対都計区域％ 人口密度人/ha 面積ha 対行政区域％ 対都計区域％ 人口千人 対行政区域％ 対都計区域％ 人口密度人/ha

北海道 札幌市 112126 1952.4 17.41 56795 50.7 1934.6 99.1 34.06 25017 22.3 44.0 1909.2 97.8 98.7 76.32 31778 28.3 56.0 25.4 1.3 1.3 0.80

青森県 弘前市 52420 177.4 3.38 17897 34.1 159.3 89.8 8.90 2830 5.4 15.8 122.9 69.3 77.2 43.43 15067 28.7 84.2 36.3 20.5 22.8 2.41

むつ市 86416 58.5 0.68 15825 18.3 54.9 93.9 3.47

岩手県 花巻市 90839 97.7 1.08 32384 35.6 94.0 96.2 2.90

山形県 鶴岡市 131153 129.7 0.99 25281 19.3 119.7 92.3 4.73 2327 1.8 9.2 77.9 60.1 65.1 33.48 22954 17.5 90.8 41.8 32.2 34.9 1.82

茨城県 土浦市 12289 140.8 11.46 12299 100.1 141.7 100.6 11.52 3290 26.8 26.8 114.3 81.2 80.7 34.74 9009 73.3 73.2 28.5 20.2 20.1 3.16

埼玉県 毛呂山町 3407 37.3 10.94 3403 99.9 35.1 94.2 10.31 363 10.7 10.7 20.0 53.7 57.0 55.10 3040 89.2 89.3 15.1 40.5 43.0 4.97

鳩山町 2573 14.3 5.57 2573 100.0 14.4 100.4 5.60 194 7.5 7.5 9.3 64.9 64.6 47.94 2379 92.5 92.5 5.1 35.6 35.4 2.14

千葉県 佐倉市 10369 172.7 16.66 10369 100.0 177.4 102.7 17.11 2424 23.4 23.4 156.9 90.8 88.4 64.73 7935 76.5 76.5 20.5 11.9 11.6 2.58

流山市 3532 174.4 49.37 3532 100.0 173.6 99.6 49.15 2151 60.9 60.9 160.7 92.2 92.6 74.71 1376 39.0 39.0 12.9 7.4 7.4 9.38

神奈川県 藤沢市 6957 423.9 60.93 6957 100.0 420.6 99.2 60.46 4709 67.7 67.7 398.9 94.1 94.8 84.71 2248 32.3 32.3 21.7 5.1 5.2 9.65

大和市 2709 232.9 85.98 2706 99.9 232.8 99.9 86.03 2007 74.1 74.2 222.8 95.7 95.7 111.01 699 25.8 25.8 10.0 4.3 4.3 14.31

新潟県 新潟市 72645 810.2 11.15 72610 100.0 801.3 98.9 11.04 12904 17.8 17.8 651.3 80.4 81.3 50.47 59706 82.2 82.2 150.0 18.5 18.7 2.51

長岡市 89106 275.1 3.09 35121 39.4 241.7 87.8 6.88 4780 5.4 13.6 173.9 63.2 71.9 36.38 25120 28.2 71.5 50.7 18.4 21.0 2.02

三条市 43197 99.2 2.30 12101 28.0 91.7 92.4 7.58

新発田市 53310 98.6 1.85 10669 20.0 79.7 80.8 7.47 1569 2.9 14.7 59.5 60.3 74.7 37.92 9100 17.1 85.3 20.2 20.5 25.3 2.22

小千谷市 15519 36.5 2.35 9907 63.8 34.8 95.3 3.51

五泉市 35191 51.4 1.46 16329 46.4 52.6 102.3 3.22

上越市 97381 197.0 2.02 31980 32.8 160.1 81.3 5.01 4468 4.6 14.0 124.6 63.3 77.8 27.89 21587 22.2 67.5 22.0 11.2 13.7 1.02

魚沼市 94676 37.4 0.40 20956 22.1 37.6 100.7 1.79

胎内市 26489 30.2 1.14 8964 33.8 28.7 95.0 3.20

富山県 富山市 124177 418.7 3.37 34292 27.6 403.6 96.4 11.77 7264 5.8 21.2 279.0 66.6 69.1 38.41 15765 12.7 46.0 74.0 17.7 18.3 4.69

小矢部市 13407 30.4 2.27 13407 100.0 31.2 102.6 2.33

入善町 7125 25.3 3.56 6186 86.8 26.0 102.6 4.20

石川県 金沢市 46864 465.7 9.94 22325 47.6 449.9 96.6 20.15 8598 18.3 38.5 421.1 90.4 93.6 48.98 13727 29.3 61.5 28.8 6.2 6.4 2.10

輪島市 42632 27.2 0.64 1376 3.2 14.2 52.2 10.32

福井県 鯖江市 8459 68.3 8.07 7541 89.1 68.6 100.5 9.10

あわら市 11698 28.7 2.46 10794 92.3 29.3 102.0 2.71

越前市 23070 81.5 3.53 12218 53.0 79.3 97.3 6.49

越前町 15315 21.5 1.41 3204 20.9 13.4 62.2 4.18

長野県 長野市 83481 377.6 4.52 21541 25.8 356.1 94.3 16.53 5948 7.1 27.6 287.8 76.2 80.8 48.39 14213 17.0 66.0 67.4 17.8 18.9 4.74

佐久市 42351 99.4 2.35 18950 44.7 98.9 99.5 5.22

千曲市 11979 60.3 5.03 5900 49.3 60.5 100.3 10.25

岐阜県 岐阜市 20360 406.7 19.98 20289 99.7 414.4 101.9 20.42 8027 39.4 39.6 380.4 93.5 91.8 47.39 12262 60.2 60.4 34.0 8.4 8.2 2.77

関市 47233 89.2 1.89 13082 27.7 82.4 92.4 6.30

愛知県 豊川市 16114 182.4 11.32 16114 100.0 181.0 99.2 11.23 3495 21.7 21.7 150.3 82.4 83.0 43.00 12619 78.3 78.3 30.7 16.8 17.0 2.43

小牧市 6281 149.5 23.80 6281 100.0 153.7 102.8 24.47 2849 45.4 45.4 131.0 87.6 85.2 45.98 3432 54.6 54.6 22.7 15.2 14.8 6.61

東海市 4343 111.9 25.78 4343 100.0 112.7 100.7 25.95 2969 68.4 68.4 102.7 91.7 91.1 34.59 1374 31.6 31.6 10.0 8.9 8.9 7.28

滋賀県 守山市 5574 79.9 14.33 4558 81.8 80.9 101.3 17.75 1193 21.4 26.2 60.4 75.6 74.7 50.63 3365 60.4 73.8 20.4 25.5 25.2 6.06

湖南市 7040 54.3 7.71 7040 100.0 54.8 100.9 7.78 1425 20.2 20.2 44.3 81.6 80.8 31.09 5615 79.8 79.8 10.5 19.3 19.2 1.87

東近江市 38837 114.2 2.94 17629 45.4 109.8 96.2 6.23 1418 3.7 8.0 44.6 39.1 40.6 31.45 12049 31.0 68.3 51.4 45.0 46.8 4.27

京都府 長岡京市 1917 80.1 41.78 1917 100.0 80.3 100.3 41.89 958 50.0 50.0 79.4 99.1 98.9 82.88 959 50.0 50.0 0.9 1.1 1.1 0.94

大阪府 高槻市 10529 351.8 33.42 10531 100.0 355.2 101.0 33.73 3329 31.6 31.6 341.6 97.1 96.2 102.61 7202 68.4 68.4 13.6 3.9 3.8 1.89

枚方市 6512 404.2 62.06 6508 99.9 406.2 100.5 62.42 4182 64.2 64.3 400.9 99.2 98.7 95.86 2326 35.7 35.7 5.3 1.3 1.3 2.28

箕面市 4790 133.4 27.85 4784 99.9 135.1 101.3 28.24 1985 41.4 41.5 133.2 99.8 98.6 67.10 2799 58.4 58.5 1.9 1.4 1.4 0.68

門真市 1230 123.6 100.47 1230 100.0 126.3 102.2 102.68 1188 96.6 96.6 126.1 102.0 99.8 106.14 42 3.4 3.4 0.2 0.2 0.2 4.76

高石市 1130 56.5 50.03 1135 100.4 57.5 101.7 50.66 1116 98.8 98.3 57.5 101.7 100.0 51.52 19 1.7 1.7 0.0 0.0 0.0 0.00

兵庫県 尼崎市 5072 452.6 89.23 5072 100.0 446.2 98.6 87.97 4670 92.1 92.1 446.2 98.6 100.0 95.55 402 7.9 7.9 0.0 0.0 0.0 0.00

朝来市 40306 30.8 0.76 4934 12.2 14.1 45.8 2.86

たつの市 21087 77.4 3.67 16037 76.1 76.9 99.3 4.80 1178 5.6 7.3 37.4 48.3 48.6 31.75 13274 62.9 82.8 37.1 47.9 48.2 2.79

福崎町 4579 19.7 4.31 3787 82.7 19.3 97.8 5.10 425 9.3 11.2 8.0 40.5 41.5 18.82 3362 73.4 88.8 11.3 57.2 58.5 3.36

奈良県 川西町 593 8.5 14.31 594 100.2 8.8 103.7 14.81 104 17.5 17.5 5.3 62.5 60.2 50.96 490 82.6 82.5 3.5 41.2 39.8 7.14

和歌山県 有田市 3689 28.5 7.72 3351 90.8 30.0 105.4 8.95

新宮市 25523 29.3 1.15 1712 6.7 31.0 105.7 18.11

広島県 府中市 19575 40.1 2.05 4264 21.8 35.6 88.8 8.35 1169 6.0 27.4 32.4 80.9 91.0 27.72 2392 12.2 56.1 1.1 2.7 3.1 0.46

愛媛県 八幡浜市 13268 35.0 2.63 7640 57.6 30.4 87.0 3.98

西条市 50998 108.2 2.12 17754 34.8 110.6 102.2 6.23

高知県 高知市 30899 337.2 10.91 16805 54.4 331.9 98.4 19.75 5072 16.4 30.2 305.4 90.6 92.0 60.21 11733 38.0 69.8 26.6 7.9 8.0 2.27

福岡県 北九州市 49195 961.3 19.54 48865 99.3 971.8 101.1 19.89 20435 41.5 41.8 923.5 96.1 95.0 45.19 28430 57.8 58.2 48.3 5.0 5.0 1.70

久留米市 22996 304.6 13.24 16127 70.1 272.5 89.5 16.90 3635 15.8 22.5 201.4 66.1 73.9 55.41 8833 38.4 54.8 35.1 11.5 12.9 3.97

飯塚市 21407 129.1 6.03 13507 63.1 129.2 100.0 9.57

長崎県 大村市 12662 92.8 7.33 5987 47.3 89.4 96.4 14.93

熊本県 熊本市 39032 740.8 18.98 35433 90.8 733.0 98.9 20.69 10734 27.5 30.3 646.0 87.2 88.1 60.18 24700 63.3 69.7 87.0 11.7 11.9 3.52

荒尾市 5737 53.4 9.31 5715 99.6 54.5 102.0 9.54

菊池市 27685 48.2 1.74 5624 20.3 36.7 76.2 6.53

鹿児島県 鹿児島市 54755 599.8 10.96 38484 70.3 598.3 99.7 15.55 8405 15.4 21.8 514.7 85.8 86.0 61.24 20613 37.6 53.6 41.8 7.0 7.0 2.03

出典：行政区域及び人口集中地区は総務省「平成27年国勢調査」、交通手段分担率は同「平成22年国勢調査」、その他の事項は国土交通省「平成27年都市計画現況調査（都市計画年報）」より作成。



 

  

非線引都市計画区域 人口集中地区 交通手段分担率

都道府県 市町村 面積ha 対行政区域％人口千人 対行政区域％人口密度人/用途地域面積対行政区域％対都計区域％面積ha 対行政区域％対都計区域％対市街化区域人口千人 対行政区域％対都計区域％対市街化区域人口密度人/鉄道・電車％乗合バス％ 自家用車％

北海道 札幌市 23550 21.0 41.5 94.1 1899.1 97.3 98.2 99.5 80.64 30.0 15.3 36.7

青森県 弘前市 2549 4.9 14.2 90.1 119.1 67.1 74.7 96.9 46.71 2.8 3.2 65.3

むつ市 15825 18.3 54.9 93.9 3.47 1616 1.87 10.21 493 0.6 3.1 17.2 29.3 31.2 34.80 0.4 2.2 72.2

岩手県 花巻市 32384 35.6 94.0 96.2 2.90 2265 2.49 6.99 388 0.4 1.2 13.7 14.0 14.5 35.20 6.7 1.6 79.6

山形県 鶴岡市 1414 1.1 5.6 60.8 58.0 44.8 48.5 74.5 41.05 1.3 1.1 79.4

茨城県 土浦市 2212 18.0 18.0 67.2 86.6 61.5 61.1 75.8 39.17 13.0 3.8 66.0

埼玉県 毛呂山町 319 9.4 9.4 87.9 20.8 55.7 59.1 103.8 65.06 23.4 2.4 49.0

鳩山町 119 4.6 4.6 61.3 7.4 51.4 51.1 79.2 61.88 31.1 17.8 64.1

千葉県 佐倉市 1845 17.8 17.8 76.1 129.2 74.8 72.9 82.4 70.05 46.9 8.9 38.9

流山市 1627 46.1 46.1 75.6 153.8 88.2 88.6 95.7 94.52 56.4 5.5 24.1

神奈川県 藤沢市 4617 66.4 66.4 98.0 397.5 93.8 94.5 99.7 86.10 49.5 16.3 20.8

大和市 2299 84.9 85.0 114.5 229.8 98.6 98.7 103.1 99.94 51.5 6.4 20.8

新潟県 新潟市 10416 14.3 14.3 80.7 590.7 72.9 73.7 90.7 56.71 7.9 8.2 64.4

長岡市 5221 5.9 17.1 6.2 3.28 518 0.58 1.47 2700 3.0 7.7 56.5 132.5 48.1 54.8 76.2 49.06 3.5 5.6 74.1

三条市 12101 28.0 91.7 92.4 7.58 1384 3.20 11.44 1123 2.6 9.3 50.6 51.0 55.2 45.07 6.8 1.7 76.5

新発田市 971 1.8 9.1 61.9 48.4 49.0 60.7 81.3 49.81 5.9 1.8 77.1

小千谷市 9907 63.8 34.8 95.3 3.51 748 4.82 7.55 317 2.0 3.2 12.5 34.3 36.0 39.50 4.0 3.5 77.5

五泉市 16329 46.4 52.6 102.3 3.22 787 2.24 4.82 553 1.6 3.4 21.7 42.3 41.3 39.33 7.0 1.3 79.8

上越市 5925 6.1 13.5 6.9 2.28 317 0.33 0.99 2313 2.4 7.2 51.8 82.5 41.9 51.5 66.2 35.67 4.2 1.4 79.1

魚沼市 20956 22.1 37.6 100.7 1.79 441 0.47 2.11 0.0 6.1 1.8 77.9

胎内市 8964 33.8 28.7 95.0 3.20 765 2.89 8.53 8.0 0.7 82.2

富山県 富山市 11263 9.1 50.6 12.1 4.49 1142 0.92 3.33 5789 4.7 16.9 79.7 235.9 56.3 58.4 84.5 40.74 6.0 2.9 74.3

小矢部市 13407 100.0 31.2 102.6 2.33 510 3.80 3.80 179 1.3 1.3 6.4 21.0 20.5 35.68 7.0 1.3 81.4

入善町 6186 86.8 26.0 102.6 4.20 235 3.29 3.79 9.4 0.5 80.6

石川県 金沢市 6318 13.5 28.3 73.5 387.3 83.2 86.1 92.0 61.31 2.7 11.0 62.8

輪島市 1376 3.2 14.2 52.2 10.32 334 0.78 24.27 225 0.5 16.4 8.6 31.6 60.6 38.27 0.1 2.4 69.4

福井県 鯖江市 7541 89.1 68.6 100.5 9.10 1538 18.19 20.40 813 9.6 10.8 26.9 39.3 39.2 33.05 6.0 0.8 80.2

あわら市 10794 92.3 29.3 102.0 2.71 493 4.22 4.57 147 1.3 1.4 5.0 17.5 17.2 34.27 7.1 0.9 80.4

越前市 12218 53.0 79.3 97.3 6.49 1875 8.13 15.35 717 3.1 5.9 26.2 32.2 33.1 36.60 4.2 0.6 77.0

越前町 3204 20.9 13.4 62.2 4.18 378 2.47 11.80 1.6 3.1 85.5

長野県 長野市 1380 1.7 1.1 0.3 0.80 4887 5.9 22.7 82.2 255.7 67.7 71.8 88.8 52.32 8.5 4.5 61.5

佐久市 18950 44.7 98.9 99.5 5.22 1386 3.27 7.31 596 1.4 3.1 19.2 19.3 19.4 32.17 4.6 0.6 79.9

千曲市 5900 49.3 60.5 100.3 10.25 1452 12.12 24.61 598 5.0 10.1 19.4 32.2 32.1 32.43 11.9 0.8 76.1

岐阜県 岐阜市 5498 27.0 27.1 68.5 286.5 70.4 69.1 75.3 52.11 10.5 8.3 61.8

関市 13082 27.7 82.4 92.4 6.30 1615 3.42 12.35 571 1.2 4.4 25.5 28.6 30.9 44.63 2.7 2.5 77.6

愛知県 豊川市 2433 15.1 15.1 69.6 118.8 65.1 65.6 79.0 48.81 12.5 1.1 66.3

小牧市 2256 35.9 35.9 79.2 116.4 77.9 75.8 88.9 51.61 13.5 5.1 59.7

東海市 2874 66.2 66.2 96.8 100.2 89.5 88.9 97.6 34.88 19.1 2.1 63.5

滋賀県 守山市 908 16.3 19.9 76.1 55.1 68.9 68.0 91.1 60.63 23.6 5.0 56.4

湖南市 674 9.6 9.6 47.3 28.0 51.5 51.0 63.1 41.49 13.7 2.7 69.7

東近江市 4162 10.7 13.8 12.1 3.32 643 1.7 3.6 45.3 33.6 29.4 30.6 75.3 52.26 12.3 2.6 73.6

京都府 長岡京市 969 50.5 50.5 101.1 78.9 98.5 98.3 99.4 81.42 45.2 9.5 20.5

大阪府 高槻市 3300 31.3 31.3 99.1 339.1 96.4 95.5 99.3 102.76 42.2 15.8 18.3

枚方市 4081 62.7 62.7 97.6 391.0 96.8 96.3 97.5 95.82 43.9 13.8 21.3

箕面市 1504 31.4 31.4 75.8 126.1 94.5 93.3 94.6 83.82 36.5 16.7 23.5

門真市 1230 100.0 100.0 103.5 123.6 100.0 97.8 98.0 100.47 31.1 3.1 17.3

高石市 1130 100.0 99.6 101.3 56.5 100.0 98.3 98.3 50.03 41.7 2.2 26.7

兵庫県 尼崎市 5072 100.0 100.0 108.6 452.6 100.0 101.4 101.4 89.23 38.1 8.0 14.5

朝来市 4934 12.2 14.1 45.8 2.86 275 0.68 5.57 7.1 0.8 79.1

たつの市 1585 7.5 1.0 1.3 0.63 445 2.11 2.77 319 1.5 2.0 27.1 12.4 16.0 16.2 33.2 38.94 11.9 1.4 69.6

福崎町 11.4 1.3 68.1

奈良県 川西町 35.5 2.2 48.6

和歌山県 有田市 3351 90.8 30.0 105.4 8.95 627 17.00 18.71 357 9.7 10.7 6.7 23.4 22.2 18.67 12.0 1.8 62.6

新宮市 1712 6.7 31.0 105.7 18.11 702 2.75 41.03 377 1.5 22.0 16.3 55.6 52.6 43.27 2.4 1.4 62.2

広島県 府中市 703 3.6 2.1 5.2 2.99 100 0.51 2.33 606 3.1 14.2 51.8 19.6 48.8 55.0 60.4 32.29 4.5 1.1 69.4

愛媛県 八幡浜市 7640 57.6 30.4 87.0 3.98 501 3.78 6.56 238 1.8 3.1 11.9 34.0 39.1 49.97 1.7 1.2 50.3

西条市 17754 34.8 110.6 102.2 6.23 2242 4.40 12.63 760 1.5 4.3 30.1 27.8 27.2 39.56 3.1 0.4 74.8

高知県 高知市 4438 14.4 26.4 87.5 271.7 80.6 81.9 89.0 61.22 3.4 2.8 52.3

福岡県 北九州市 15681 31.9 32.1 76.7 864.5 89.9 89.0 93.6 55.13 12.2 14.0 52.4

久留米市 3659 15.9 34.6 11.4 9.46 499 2.17 3.10 3244 14.1 20.1 89.2 188.0 61.7 69.0 93.4 57.96 12.7 5.7 58.3

飯塚市 13507 63.1 129.2 100.0 9.57 3053 14.26 22.60 1160 5.4 8.6 49.7 38.5 38.5 42.83 7.0 4.3 70.7

長崎県 大村市 5987 47.3 89.4 96.4 14.93 2324 18.35 38.82 1745 13.8 29.1 62.1 67.0 69.5 35.59 5.6 2.2 66.4

熊本県 熊本市 8877 22.7 25.1 82.7 587.8 79.3 80.2 91.0 66.22 3.9 8.3 53.4

荒尾市 5715 99.6 54.5 102.0 9.54 1686 29.39 29.50 797 13.9 13.9 26.8 50.2 49.2 33.64 5.9 1.7 76.1

菊池市 5624 20.3 36.7 76.2 6.53 368 1.33 6.54 191 0.7 3.4 6.7 13.9 18.2 35.05 1.3 4.2 81.7

鹿児島県 鹿児島市 9466 17.3 41.7 7.0 4.41 429 0.78 1.11 7459 13.6 19.4 88.7 482.5 80.4 80.7 93.8 64.69 6.5 11.5 51.6



 

 

（別添資料２）立地適正化計画の概要

都道府県対象区域 人口動態 行政区域 高齢化率 居住誘導区域面積居住誘導区域設定方法 都市機能誘導区域設定方法 数値目標

市町村 計画期間 　　　（年）人口（人）　（％） 都市機能誘導区域面積

対市街化区域・用途地域

北海道

札幌市 都計区域全域 2010 1900000 20.5 5833ha　 23.3% ①複合型高度利用市街地の区域を基本に、居住誘導区域として「集合型利便性と魅力を重点的に向上させる区域として、都心及び地域交流 ー

～2035 ピーク2015 1940000 25.3 1010ha　　4.0% 住誘導区域」を設定し、土地の高度利用を基本とした集合型の居住機能に設定

ビジョン2035 1820000 35.2 ・都心480ha （共同住宅・長屋・寄宿舎）を集積

・地域交流拠点 ②工業地域や土砂災害警戒区域などの除外

      530ha

※本市が目指すコンパクトな都市づくりは、市街地の範囲を現状の市街化区域とすることを基本とした上で、それぞれの住宅地において、日常的な生活利便施設が立地し、都心や地域交流拠点では、多くの人が利用する公共施設や

商業・医療機能などの集積を図るほか、バスネットワークの維持・改善や公共交通機関の乗継のしやすさを確保していくことをいう。

※開発時期の古い郊外住宅地の一部は、人口減少スピードが速まるものの、今後20年の間では人口密度が概ね維持され、居住地としての需要が一定程度存在すると考えられることから、今後も生活利便性・交通利便性を確保しつつ、

持続的な地域コミュニティの形成を目指すこととし、市独自の区域として「持続可能な居住環境形成エリア」を設定する。本エリアについては、今後の人口動向によりその範囲を適宜見直す。

青森県

弘前市 都計区域全域 2010 183471 25.6 ー ①工業専用地区、工業地域、住宅建築規制のある地区計画区域、 ①工業専用地区、工業地域、住宅建築規制のある地区計画区域、 ①中心市街地の歩行者・自転車通行量：2025目標23000人・2035目標23000人

2016～2035 2015 176102 29.5 656.9ha　23.2% 土砂災害特別警戒区域、土砂災害警戒区域、2ｍ以上浸水想定区域、 土砂災害特別警戒区域、土砂災害警戒区域、2ｍ以上浸水想定区域、(2015現状20068人)

2035 140482 37.0 弘前運動公園を除く市街化区域 弘前運動公園を除く市街化区域 ②店舗面積1000㎡超店舗等の徒歩人口カバー率：2025目標46％・2035目標51％

2040 130978 38.9 ②都市機能誘導区域300ｍ、鉄道駅800ｍ、主要バス停300ｍ ②中心地区、12地域拠点、2学園地区に設定 (2015現状41％)

③中弘南黒地区内の弘前市通学者割合：2025目標84％・2035目標84％(2015現状84％)

④居住誘導区域の人口密度：2025目標47.7人/ｈａ・2035目標47.7人/ｈａ

(2015現状47.7人/ｈａ)

⑤公共交通や徒歩・自転車を主な交通手段とする人の割合：2025目標39.5％・

2035目標42.2％(2010現状36.7％)

※居住に適さないエリアを除く市街化区域を「居住区域」とし、居住誘導区域以外のエリアを4区分して、地域のコミュニティや生活環境の維持に取り組む。

①生活環境共存エリア：工業地域・準工業地域、生産環境と混在する居住環境を必要とする人のためのエリア、②歴史環境保全エリア：寺町として形成されてきた歴史的環境の保全を図るエリア、③住環境エリア：現在の住宅地とし

ての生活を継続し、地域を存続していけるエリア、④持続的な地域づくり検討エリア：2035推計値が人口密度20人/ｈａ未満かつ高齢化率40パーセント以上のエリア、持続可能な地域づくりのあり方を地域とともに話し合うエリア

※田園地域については、弘前市都市計画マスタープランの田園ビジョンである「豊かな田園生活環境と生産環境を創造するコンパクトな集落」の実現を目指す。

①地域で不足しているものを持続可能な形で供給できるよう、地域での支え合い活動の展開や近隣の都市機能誘導区域とのソフト面での連携を図る。②既存生活利便施設を生かし使いきる取組を地域全体で行うほか、生活に必要な

拠点づくりの推進により、持続可能な地域運営のあり方を構築する。③都市機能誘導区域と地域の拠点を結び、田園地域に合った持続可能な公共交通となるよう再編し、住民の足として維持する。

むつ市 都計区域全域 1985 71857 10.4 905.2ha　56.0% ①用途地域内に設定 ①用途地域内に設定 居住誘導区域の人口密度：2035目標43.9人/ha

～2035 2010 61066 25.2 405.8ha　25.1% ②人口等メッシュデータにより重みづけ ②都市機能施設、人口等メッシュデータにより重みづけ （現状推移用途地域内可住地人口密度32.8人/ha）（2010現状43.9人/ha）

2015 58056 ③災害危険区域、浸水想定区域の除外 ③災害危険区域、浸水想定区域の除外 ※人口密度レベルの維持

2035 45012 ④都市機能誘導区域との重ね合わせ

2040 41596

※用途地域無指定地域における良好な環境の形成・保持のため特定用途制限地域の指定を行っているが、特定用途制限地域の人口が増加している箇所、現状の集落の状況や道路などの地形地物を考慮し、住宅地開発抑制エリアを指定

する。住宅地開発抑制エリアは、人口減少下において住宅地としての開発抑制が望ましいとする区域であり、直ちに開発行為が制限されるものではないが、居住調整区域は、住宅地開発抑制エリアのうち、用途地域周辺の箇所等に

指定していくことが考えられ、これにより、住宅地の立地や開発行為が制限されることになる。

岩手県

花巻市 都計区域全域ピーク2000 107174 22.7 ー ①用途地域内かつ既成市街地（昭和45年DID）で一定の人口密度の維持①居住誘導区域内のDID区域 ①居住誘導区域の人口

2016～2035 2010 101319 28.5 ー ②鉄道駅1000ｍ・バス停300ｍエリア ②花巻駅1000m、バス停500m以内のエリア ・花巻駅周辺地域　：2035目標19100人（現状推移16390人）（2015現状19563人）

2015 97000 ③土地区画整理事業の完了・事業中エリア ③公共用地率15％以上のエリア ・石鳥谷駅周辺地域：2035目標  1100人（現状推移    850人）（2015現状 1091人）

ビジョン2035 80119 ④生活サービス施設集積エリア ④生活サービス施設の集積・集積可能エリア ②居住誘導区域の人口密度：

⑤土砂災害特別警戒区域、土砂災害危険区域、土石流崩壊危険区域、 ・花巻駅周辺地域　：2035目標35人/ha（現状推移30.0人/ha）（2015現状35.9人/ha）

浸水想定区域、過去洪水区域、一定の非可住地、一定の工業地域、工業専用地域等、 ・石鳥谷駅周辺地域：2035目標20人/ha（現状推移15.5人/ha）（2015現状19.9人/ha）

用途地域の廃止予定区域の除外

山形県

鶴岡市 都計区域全域 2010 136623 921.7ha　53.7% ①居住誘導区域は、土地利用の状況や日常生活圏を勘案し、 ①都市機能誘導区域は、土地利用の状況や日常生活圏を勘案し、 ①中心市街地の人口密度：2040目標33人/ha（現状推移21人/ha）

2017～2026 ビジョン2015 130047 187.1ha　10.9% 6地区の市街化区域のうち鶴岡市街地(1717.3ha)について設定 6地区の市街化区域のうち鶴岡市街地(1717.3ha)について設定 ②若年層の地元定着率：2040目標51.7％（2010現状35.6％）

2040を展望 ビジョン2025 116894 ②家屋倒壊等氾濫想定区域を除く中心住宅地と新興住宅の範囲（880.2②中心住宅地と新興住宅地の中心に位置する中心市街地拠点（145.③公共交通の機関分担率：2020目標5.0％（2010現状2.4％）

ビジョン2040 105729 ③茅原北地区と北部バイオサイエンスパーク地区の範囲（41.5ha） ③茅原北地区と北部バイオサイエンスパーク地区の北部生活拠点 ④空き家棟数:2021目標2273棟（2016現状2806棟）

（41.5ha） 　空き家狭隘道路等の一体的住環境整備個所数：2021目標29箇所（2016現状５箇所）

⑤誘導施設の立地：2026目標40施設（2016現状33施設）

茨城県

土浦市 都計区域全域ピーク2000 144106 15.6 － ①2040人口密度40人/ha以上見込範囲、2010～2040人口増加見込範囲 都市拠点（土浦駅周辺、荒川沖駅周辺、神立駅周辺）駅800m、地域①居住誘導区域の人口密度：2033目標35.6人/ha（2010現状35.6人/ha）

(全市) 2010 143839 22.4 ー ②鉄道駅800ｍ、主要バス停300ｍ 点（おおつ野地区）中心800ｍを基本に、①～⑤を考慮した地区 ②居住誘導区域の人口割合：2033目標95.0％（2010現状93.3％）

2017～2033 2035 123908 34.0 ③医療施設・高齢者福祉施設・商業施設全ての徒歩圏 ①商業系用途地域、住居系用途地域、準工業地域 ③都市機能誘導施設の充足度：2033目標100.0％（2016現状64.8％）

2040 117736 36.8 ④市街地開発事業等による都市基盤整備地区 ②医療施設、高齢者福祉施設、商業施設集積地区 ④中心市街地にぎわい対策の満足度：3.2ポイント（2015現状2.27ポイント）



 

 

⑤工業専用地域、工業地域、準工業地域の一部、住宅用途制限商業系地③2040人口密度40人/ha以上見込範囲、2010～2040人口増加見込範 ⑤公共交通の満足度：2021目標30.0％（2015現状25.8％）

都市公園等、非可住地、土砂災害警戒区域、浸水想定区域の除外 ④市街地開発事業等実施区域等 ⑥2015時点各公共交通利用者数の維持

⑤誘導施設整備に係る事業範囲 ⑦公共交通不便地域面積：2033目標76.73㎢（2016現状79.56㎢）

※①生活利便性が低く、人口密度が低いエリアは、低密度でゆとりある市街地を維持し、積極的な居住誘導を行わない。

※②都市計画マスタープランに「地域生活拠点」に位置付けられたエリアは、引き続き拠点としての位置付けを残しながら、都市拠点との公共交通ネットワークの充実を目指す。

埼玉県

毛呂山町都計区域全域 2010 39054 329.0ha　90.5% ①人口密度の目安を40人/haとする（本町の市街化区域は、20年後も概①鉄道駅・コミュニティバス停500mの区域 ①空家率：2035目標15％（2013現状19.8％）

(全町) 戦略人口2015 37529 ー この人口密度を維持できる見込み） ②将来的なリノベーションの可能性を踏まえた面的な設定 ②居住誘導区域の人口密度：2035目標65人/ha（現状推移61.8人/ha）

2015～2035 戦略人口2035 30814 ②災害ハザード（土砂災害警戒区域を含む）、河川沿いやがけ地などの③未利用地や町有地が多く存在するエリアの設定 （2015市街化区域現状65.1人/ha）

計画の終期は 居住に適さない区域、大規模な墓苑や墓地、境内地の除外 ③公示地価上昇：2035目標10％以上(2015現状低下傾向)

定めず、5年 ※5年前2008の調査結果を基準とする。

ごとに概ね2

0年後を展望 ※①本町の市街化調整区域には、約4割以上の人口があり、一部集落では市街化区域に相当する人口密度がある。こうした居住地の存在も考慮しながら、都市機能の誘導について事業者との協議を行う。

して見直し ※②本計画は、誘導区域外への居住や都市機能の立地を禁止を目的とするものではなく、これらエリアでも、良好な環境や生活利便性が損なわれるものではない。市街化調整区域においても、コミュニティバスの利便性を維持する

とともに、周辺環境に調和したまちづくりを展開していく。

※③本計画において具体的な誘導施策を明記できるのは市街化区域に限られるが、毛呂山町都市計画マスタープランにおいて、市街化調整区域の土地利用の方向性を示し、20年後のあるべき姿の実現を目指す。

鳩山町 都計区域全域ピーク1995 17973 13.0 155ha　 80.0% ①基盤整備済みの区域 ①3種類のまちの核の500mの範囲内 ①居住誘導区域の人口密度：2020目標・2040目標・2010現状値62人/ha以上

(全町) 2010 15305 28.2 41ha　　21.0% ②まちの核500m・主要バス停300mの区域 ②まちの核をつなぐ沿道 ②住みやすさを感じる町民の割合：2020目標・2040目標・2009現状値62.6％以上

2017～2040 2015 14338 39.0 ③将来一定人口密度の維持・形成見込みの区域 ③まちの核をつなぐ沿道に囲まれた住宅地 ③65歳健康寿命：2020目標・2040目標・2014現状男18.41年・女21.16年

2040 9949 53.0 ④崖地や市街化区域縁辺部の緑地、広域の公共施設敷地、墓園、土砂災害

警戒区域等の除外

※市街化区域は基本的に①～③を満たし、実質④のみ

千葉県

佐倉市 都計区域全域 2010 177928 21.5 2061ha　85.0% ①市街化区域全域を基本 ①都市マスタープランの駅前周辺（集積を図る拠点）5箇所中心800①都市機能誘導施設の充足度：2030目標100％（2016現状88～90％）

(全市) ピーク2011 178000 415ha　 17.1% ※2030人口密度40人/ha超、公共交通カバー率約9割、様々な生活サー ②800m圏外でも市街地の一体性確保等に寄与する区域の取込み ②佐倉・根郷地域居住誘導区域の人口密度：2030目標58.5人/ha（2010現状58.5人/ha）

～2030 2012 177500 27.5 施設が立地 ③都市再生整備計画の計画区域を含める ③路線バス等利用者数：将来目標維持（2015現状461万人）

2030 161853 34.7 ②急傾斜地崩壊危険区域、土砂災害警戒区域などの崖地、企業立地推進

2040 141397 39.1 工業系用途地域、佐倉城址公園周辺区域、市街化区域編入土地区画整理

事業非実施区域の除外

流山市 都計区域全域 2004 150706 15.6 ー ①市街化区域を基本 ①都市計画マスタープランの都市拠点のうち、流山新拠点、副次交 ①誘導施設(生活利便施設）の充足区域数：2030目標9（全区域）（2016現状7）

(全市) 2015 173556 23.7 ー ②土砂災害特別警戒区域、急傾斜地崩壊危険区域、工業地域、汚泥再生拠点、スポーツ・文化古流拠点、地域生活拠点の鉄道駅800ｍ、流山　誘導施設(高次都市施設）の充足区域数：2030目標3（全区域）（2016現状2）

～2030 ビジョン2025 188000 24.8 処理センターの除外 おおたかの森・流山セントラルパーク駅間の都計道路に囲まれる地 ②居住誘導区域の人口密度：2030目標82人/ｈａ（2015現状75人/ｈａ）

ビジョン2030 186000 25.4 ②800ｍ圏にかかる一体的建築行為・開発行為を行う土地 ③公共交通沿線地域の人口密度：2030目標55人/ｈａ（2016現状51人/ｈａ）

ビジョン2040 181000 30.3 ※②③は、ビジョン目標人口を達成した際の人口密度

※2005つくばエクスプレス開業

※居住誘導区域外においても、良好な環境や市民生活の利便性が損なわれるものではない。市街化調整区域においても、公共交通などの利便性が今より低下することがないよう努める。

神奈川県

藤沢市 都計区域全域 2010 409657 19.8 3400ha　71.5% ①市街化区域を基本 ①交通軸結節部である6都市拠点、市民センター・公民館等を中心と①居住誘導区域の人口密度（市街化区域内のDID割合）：2036目標95％以上

(全市) 2015 424103 600ha　 12.6% ②津波浸水想定区域、洪水浸水想定区域、土砂災害警戒区域、急傾斜地する13地区拠点に設定 （2010現状95.9％）

2017～2036 ビジョン2030 430789 26.6 崩壊危険区域、工業専用地域、10ha以上の都市施設、川名緑地、一定の②商業地域・近隣商業地域を基本に駅や市民センター・公民館周辺 ②最寄駅15分圏域の人口割合：2036目標90％以上（2014現状72％）

ビジョン2040 422659 32.6 地区計画の除外 ③ハザードエリア内の都市拠点・地区拠点については、避難等に必要な

※津波浸水想定区域は、「防災対策先導区域」と位置付け、より安全 施設利用が想定されることから、都市機能誘導区域(居住誘導区域)を設定

安心な居住環境づくりを進める。 ※市民センター・公民館が市街化調整区域立地する2地区拠点については、

「都市機能調整区域」を設定

※本市においては、今後も現在の人口規模が維持されることが想定されることから、市街地の集約という観点ではなく、各拠点における都市機能の維持・向上及び大規模自然災害に対する安全性の向上を図る。

各拠点における都市機能の維持・向上に関しては、少子超高齢社会を踏まえ、各拠点間における公共交通等によるネットワーク形成を図るとともに、歩行空間の整備・改善による自家用自動車交通のみに依存しない日常生活圏域の

形成等を図ることでコンパクトシティ化を推進する。また、大規模自然災害に対する安全性の向上に関しては、津波浸水想定区域や土砂災害警戒区域といったハザードエリアを明確にし、避難計画等の防災情報や被害想定等の周知を

行い、都市の安全性の向上を図る。

大和市 都計区域全域 2010 228186 19.4 ー ①市街化区域全域を基本 「やまと軸」上の各駅500mの商業地域・近隣商業地域を基本に、都①北・中・南部地域の人口比率：2025・2035目標47.9％・28.9％・23.2％（2016同左）

(全市) ピーク2015 232922 173.1ha　8.6% ※各駅800m・バス停300mカバー率92.0％、2010人口密度40人/ha以上 機能の立地状況等を踏まえて設定 ②市街化区域の公共交通利用圏カバー率：2025・2035目標92.0％（2016現状同左）

2017～2035 2035 カバー率90.0％ ※やまと軸以外のつきみ野駅・相模大塚駅周辺については、都市計 ③市街化区域の生活サービス施設徒歩圏カバー率：2025・2035目標96.5％（2016同左）

2040 211497 33.8 ②土砂災害警戒区域の除外 マスタープランで位置づけられる生活拠点として都市機能の充実を ④総人口に占める65歳未満人口比率：2025目標74.3％（現状推移74.1％）、

2035目標70.5％（現状推移69.7％）（2016現状77.0％）

※「健康な人口」として、将来にわたり総人口20万人程度を保ち、かつ、世代間・地域間の人口のバランスがとれた状態を目指す。 ⑤「やまと軸」上の各駅1日平均乗車人員数：2025・2035目標265000

（2014現状264541人）

新潟県

新潟市 都計区域全域ピーク2005 814000 20.6 ー ①市街化区域内の商業系・住居系用途地域、準工業地域のうちDID地区都市計画マスタープランの都心・重点エリア、都心周辺部・機能集 ①都心軸主要ポイント合計歩行者交通量：2020目標53700人/日（2014現状48100人/日）



 

 

(全市) 2010 812000 23.3 ー 連担エリア エリアに設定 ②1日60分体を動かす生活の実践者割合：2020目標男女共40％以上（2014現状男27.0

～2028 2015 798000 27.3 ②工業専用地域、工業地域、臨港地区、流通業務地区、風致地区、5ha※地域拠点・各区のまちなかエリアについては、今後必要に応じて ％・女22.4％）

2030 733000 32.9 以上非可住地、航空機騒音防止法第1種区域、土砂災害特別警戒区域、 ③移動手段のバス利用率：2020目標3.0％(2011現状2.8％）

2040 668000 37.3 土砂災害警戒区域等の除外 ④市域排出二酸化炭素：2018までに15.0％削減（2005年度比）

③鉄道駅・高速バス停・機関公共交通軸沿線1km、骨格公共観戦バス路線 ⑤下水道への農業集落排水施設の編入：2019までに5排水施設

沿線500m、主要バス路線沿線300m

長岡市 都計区域全域ピーク1995 293250 2740.8ha 51.7%①市街化区域又は非線引用途地域において「都市拠点若しくは鉄道駅か①3都心地区の商業地域・近隣商業地域等で、 ①まちなか居住区域の人口割合：2020目標51.2％、2025目標52.5％（2010現状49.2％）

2017～2026 2010 282674 25.5 535.6ha　10.1% 住居系土地利用が連続している区域」で次のいずれかの条件を満たす区ⅰ広域かつ高度な都市機能、日常生活に必要な基礎的都市機能の集 　まちなか居住区域の人口密度：2020目標49.50人/ha、2025目標48.74人/ha

2040を展望 2040 218190 37.4 ⅰ都市拠点やその周辺で将来も人口密度を維持できる区域 ⅱ長岡駅800m、主要バス停300m （2010現状50.75人/ha）

（長岡地域：40人/ha程度、支所地域：20人/ha程度） ②7地域拠点の商業地域・近隣商業地域、地区計画等で商業・業務施※2040まで30年間まちなか居住区域人口減少を社人研想定減少数の半分程度に抑える。

ⅱ鉄道駅800m、主要バス停300m の土地利用を誘導している地域とその周辺区域で、 ②誘導施設の立地機能数：2020目標維持67・新規3、2025目標維持70・新規3

②土砂災害特別警戒区域、土砂災害警戒区域等の一部、工業専用地域、ⅰ各地域を支える都市機能、日常生活に必要な基礎的都市機能の集 （2016現状67）

工業地域・準工業地域の一部、住宅建築制限地区計画区域、都市公園、ⅱ鉄道駅800m、主要バス停300m ③都心地区と各地域拠点間のバス系統・まちなか居住区域通過バス系統：2020・2025

森林緑地保全区域等の除外 時点でも2016現状120本の維持

まちなか居住区域居住者のバス満足度：2020・2025と更に満足度向上（2016・22％）

※①市街化区域及び非線引用途地域の住居系市街地について、「まちなか居住区域」と「郊外居住区域」を設定。

②まちなか居住区域は、利便性の良い公共交通があり、都市拠点と連続していることで、歩いて暮らせる居住環境を維持していく区域。居住誘導区域に位置付け。

③郊外居住区域は、土地区画整理事業や民間事業者の宅地整備等により都市基盤が整っている区域で、公共交通だけでなく、自家用車も活用しながら、郊外のゆとりある良好な居住環境を維持していく区域。都市再生特別措置法の

位置付けはないものの、長岡市都市計画マスタープラン等に基づいた取組を進める。

三条市 都計区域全域ピーク1985 110568 11.4 ー ①用途地域内 ①居住誘導区域である須頃地区、中心市街地地区に設定 ①居住誘導区域の人口・総人口比率：2035目標46560人・54.8％（現状推移40715人・

2016～2035 2010 102292 26.2 ー ②概ね20年後の人口密度40人/haが維持できる範囲 ②鉄道駅1000m、主要バス停500m 48.0％）（2015現状49484人・49.6％）

2015 99192 29.7 ③工業専用地域、工業地域の一部、非可住地の除外 ②居住誘導区域の人口密度：2035目標40.0人/ha（現状推移35.0人/ha）

2035 80581 37.1 （2015現状42.5人/ha）

2040 75546 39.2

新発田市都計区域全域ピーク1995 106556 18.3 1548ha　98.7% ①市街化区域全域を基本 都市機能施設が集積している外環状道路の沿道とその内側全域、 ①居住誘導区域の人口密度：2026・2036目標38.5人/ha（2015現状同左）

2016～2036 2010 100866 26.3 ー ②工業専用地域の除外 同じく新栄町の地区計画エリアに設定 ②市内での買回品の買い物割合：2026目標77.5％・2036目標78.5％（2013現状75.5％）

2015 98318 29.6

2035 77324 37.3

小千谷市都計区域全域ピーク1980 44963 12.9 634ha　　84.8% ①現在の用途地域（都市拠点、地域拠点）を基本 居住誘導区域のうち、都市機能が立地していないエリア、立地して 居住誘導区域の人口密度：2040目標29人/ha（現状推移24.3人/ha）

～2040 2010 38600 28.3 ー ※用途地域内では、2040推計で概ね10人/haの人口密度が確保、 ものの公共交通の利用圏に含まれていないエリアを除いた区域 （2010現状32.4人/ha）

2015 36498 32.3 概ね公共交通の利用圏（鉄道駅800m、バス停300m）に含まれる ※人口密度の概ねの維持

2035 30182 37.8 ②工業系用途・一団の農地の一部の除外

2040 28370 39.3

※①都市拠点（西・東小地谷市街地(用途地域））、地域拠点(片貝市街地(用途地域））：人口密度の維持を目標に、多世代の人口集積を誘導。居住誘導区域・都市機能誘導区域を設定する。

※②地域コミュニティエリア(都市計画区域外を含む）：地域の存続を図るため、地域内からの移住等を中心に誘導

五泉市 都計区域全域ピーク1985 62781 13.0 593ha　　75.3% ①用途地域内 ①居住誘導区域内 ①居住誘導区域の人口密度：2036目標40.0人/ha（2010現状34.3人/ha）

～2025 2010 54550 28.0 292ha　　37.1% ②都市機能や居住が集積している都市拠点及びその周辺区域 ②鉄道駅に近い業務、商業等の集積地域 ②誘導施設充足率（面積カバー率）：2036目標値子育て支援施設95％等（現状72.1％等）

20年後を展望 2015 51404 33.0 ③公共交通により比較的容易に拠点にアクセスできる区域 ③都市機能が一定程度充実している区域 　誘導施設充足率（人口カバー率）：2036目標値子育て支援施設30％等（現状24.5％等）

2035 40264 40.0 ④まとまった農地や自然等の保全すべき土地の除外 ④周辺からの公共交通によるアクセス利便性が高い区域 ③公共交通利用者数：2036目標値現状維持（2015現状171051人）

※2035の人口推計をベースとし、40人/haの人口密度を維持できる市街⑤徒歩や自転車等により都市機能施設間を容易に移動できる範囲

の規模を目安

上越市 上越都計区域ピーク1985 216348 13.4 3260ha　73.0% ①鉄道駅800m、主要バス停300m、拠点間幹線道路バス停300m ①都市拠点:直江津地区・春日山駅周辺地区・高田地区、地域拠点：①誘導重点区域の人口密度：2034目標80.0人/ha（2010現状高田地区62.6・

※3つの都計 2010 203899 23.2 ー ②1980DID地区、2010人口密度60人/ha以上 大潟区総合事務所周辺地区、ゲートウェイ:上越妙高駅周辺地区・ 直江津地区73.4人/ha）

区域のうち、 2015 197419 30.0 ③土地区画整理事業区域、1ha以上大規模宅地開発区域、住居系地区計上越インターチェンジ周辺地区の６地区に設定 ②誘導重点区域の人口・人口割合：2034目標15787人・12％（2010現状13108人・9％）

線引都計区域 2035 164892 36.0 ④土砂災害特別警戒区域、家屋倒壊等氾濫想定区域、工業専用地域、工②鉄道駅等800m、拠点性の高い施設・商業系用途地域から設定

を対象 2040 155979 37.8 地域、臨港地区、居住制限地区計画区域、将来宅地化見込みのない２㏊③第1種低層住宅専用地域等の除外

～2034 上未利用地、２㏊以上大規模施設用地の除外

※誘導重点区域の設定：都市機能誘導区域内で人口減少が進んでいる高田、直江津地区に限定し、都市機能誘導施設とあわせて、上越市独自の施策により、居住の誘導を促すことで効果的に人口密度の維持・向上を図ることを目とした

区域。高田、直江津の中心部で特に人口密度の減少が著しい一団の範囲に存する町内会区域に設定（高田地区25町内会、直江津地区10町内会）。

魚沼市 都計区域全域ピーク1955 279.5ha　63.3% ①小出及び堀之内市街地の用途地域内に設定 ①小出及び堀之内市街地の居住誘導区域内に設定 居住誘導区域の人口密度：2040目標36.8人/ha（現状推移24.5人/ha）

～2040 2010 40361 29.7 ー ②2040推計で人口密度10人/ha以上のエリアを基本 ②都市機能の集積状況、公共交通の利便性、都市基盤・空地の状況 （2010現状36.8人/ha）

2015 37616 33.3 ③鉄道駅1000m、バス停500mを基本 踏まえ、徒歩や自転車で容易に回遊できる範囲に設定 ※人口密度の維持（人口ビジョンとの差5700人を上乗せし、その6割3500人を居住誘導

2035 27877 42.8 ④土砂災害特別警戒区域、土砂災害警戒区域、工業系用途の一部、 区域内に誘導）

2040 25556 43.8 用途地域内残存農地の一部の除外



 

 

※①都市拠点（小出市街地、堀之内市街地）：人口密度の維持を目標に、多世代の人口集積を目指す。居住誘導区域・都市機能誘導区域を設定する。

※②地域拠点（旧来からの6生活拠点）：地域の存続を図るため、地域内からの移住を中心に人口集積を図る。積極的な居住誘導ではなく、地域内居住者の生活を守り、地域の存続を図るため、「小さな拠点」の形成を目指す。

胎内市 都計区域全域ピーク1985 35567 13.2 ー ①まちなかエリア（中条駅～市役所約2kmを中心とした範囲）と平木田まちなかエリアの市街地を基本に、一定程度都市機能が充実してい ①鉄道駅1km圏内の住宅数割合：2040目標現状維持(2015現状13.6％）

～2040 2015 30198 32.5 ー 周辺エリアを含む用途地域内を基本に人口密度を勘案しつつ設定 範囲に設定 ②デマンドタクシーの利用者数：2026目標63400人（2015現状57434人）

2040 21147 41.9 ②工業地域の除外 ③居住誘導区域の人口密度：2040目標現状維持（現状推移20人/ha）(2015現状29人/ha）

富山県

富山市 市全域 2010 422000 25.0 3858ha　53.1% ①富山市総合計画の都心地区と公共交通沿線居住推進地区（用途地域の居住誘導区域と同じ範囲で設定 公共交通が便利な地域(都心地区及び公共交通沿線居住推進地区のうち、公共交通の利

※都市マスタビジョン2015 417000 28.0 3858ha　53.1% 鉄道駅500m、主要バス停300m）を基本に設定 ※都市マスタープランでは、都心地区と公共交通沿線居住推進地区 便性が高い地域：2025目標42％（2005基準28％、2016実績37％）

ープランにおビジョン2025 403000 30.0 45.9未線引用 ②工業専用地域、工業地域、土砂災害特別警戒区域、地滑り防止区域、居住を誘導するとともに日常生活に必要な諸機能の集積を図ることとし

いて、市全域ビジョン2035 384000 31.0 途地域を含む 急傾斜地崩壊危険区域等の除外 ている。また、都市計画区域外の地域を含めた各地域生活圏に「地域生

を対象 ビジョン2040 372000 33.0 活拠点」を配置していることから、都市機能誘導区域を設定できない地

～2025 域生活拠点についても、都市機能の集約や誘導の対象区域とする。

※都市マスタ ※拠点集中型のコンパクトなまちづくり（富山市都市マスタープラン）

ープランの目 今後の人口減少と超高齢化に備え、「鉄軌道をはじめとする公共交通を活性化させ、その沿線に居住、商業、業務、文化等の都市の諸機能を集積させることにより、公共交通を軸とした拠点集中型のコンパクトなまちづくり」の実現を

標年次 目指す。このため、人口の減少が顕著であった都心・地域の拠点等の既成市街地において、公共交通の活性化をはじめとした街の魅力を高めることにより、これまで人口が増加した郊外からの転居を促進する。また、過疎化により人口

が減少している中山間地域では、生活を営む上で必要な公共交通を維持することなどにより、人口の現状維持を目指す。その基本方針は次の4つ。①規制強化ではなく、誘導的手法が基本、②市民がまちなかや公共交通沿道居住か郊外

居住かを選択できるようにする、③公共交通の活性化によるコンパクトなまちづくりを推進、④地域拠点の整備により、全市的にコンパクトなまちづくりを推進

小矢部市都計区域全域 1995 35785 450.3ha　88.3% ①用途地域を基本（石堂エリア、津沢エリア） 石堂エリアと津沢エリアに、都市再生整備計画事業区域、人口集中 ①メルバス・乗合タクシーの1日当たり利用人数：5年後目標127人・17年後目標130人

(全市) 2010 32067 29.3 157.4ha　30.9% ②土砂災害特別警戒区域、用途地域縁辺部の除外 区、市街地形成の成り立ち等を考慮して設定 （現状125人）

～2033 2015 30399 34.5 ②コミュニティ施設の年間利用者数：5年後目標52000人・17年後目標52000人

20年後を展望 2035 23602 41.8 （現状51962人）

※都市計画マ 2040 21730 43.8 ③中心市街地の1日当たり通行者数：5年後目標350人・17年後目標350人（現状265人）

スタープラン ④居住誘導区域の人口密度：2020予測23.8人/ha・2035目標24.0人/ha（現状推移19.4

の目標年次 人/ha）（2010現状26.4人/ha）

※2020予測23.8人/haをベースに24.0人/haを維持

入善町 都計区域全域 1990 29625 183.5ha　78.3% ①用途地域を基本 鉄道駅1㎞圏内の入善駅から国道8号までの用途地域 居住誘導区域の人口密度：目標32.8人/ha（2013現状32.8人/ha）

2010 27182 28.4 139.0ha　59.3% ②工業地域を除外 ※現在の人口密度の維持

2015 26137 32.7

2035 21165 38.0 ※居住誘導区域外の土地利用規制：本町では居住誘導区域外である用途地域外に従来より農村集落が点在しており、扇状地上に散居村が形成され、これらの地域においても町民の生活が営まれてきた背景があることから、厳しい規制を

2040 19791 39.5 行うのではなく、望ましい居住環境を形成するとともに、居住誘導区域に都市機能を誘導する観点から、白地地域に立地する建築物等の制限を設けることを検討する（特定用途制限地域等）。

石川県

金沢市 都計区域全域 2010 462000 21.0 ー ①「金沢市定住の促進に関する条例」で定める「まちなか区域」 ①都心拠点（中心商業拠点、中心軸沿道、中心市街地） ①まちなか区域の人口密度:2040目標現状維持（2015現状70.3人/ha）

～2040 2015 466000 25.0 ー ②「公共交通重要路線」「ふらっとバス」沿線区域（鉄道駅500m、バス②地域拠点（森本駅、東金沢駅、西金沢駅500m圏内） ②居住誘導区域の人口密度：2040目標現状維持（2015現状62.9人/ha）

2060を展望 2035 432000 32.0 停等300m） ③特定機能地区（都市機能を新たに集積する地区） ③居住誘導区域内の医療施設徒歩圏面積カバー率：2040目標現状維持

2040 417000 35.0 ③歴史文化居住区域（伝統的建造物群保存地区、こまちなみ保存区域、 （2015現状300m61％・1000m98％）

2050 385000 38.0 文化的景観区域） ④居住誘導区域内の商業施設徒歩圏面積カバー率：2040目標現状維持

2060 347000 39.0 ④工業専用地域、地すべり防止区域、急傾斜地崩壊危険区域、土砂災害特 （2015現状300m53％・1000m99％）

別警戒区域、土砂災害警戒区域、3m以上浸水想定区域の除外 ⑤公共交通重要路線バス停の利用者数：2032目標84000人/日（2014現状70755人/日）

※①一般居住区域の設定（本市独自の区域）：自動車や自転車での移動を主体として、日常生活に必要な施設を維持しながらこれまで通りに暮らし続けられる区域（空き家や空き地を活かした市民農園の開設やゆとりある住まいづくり、

家族との同居・近居、住民主体のまちづくりなどを進めることにより、地域コミュニティの維持・活性化を図る）。市街化区域内の居住誘導区域以外の区域（工業専用地域、地すべり防止区域、急傾斜地崩壊危険区域、土砂災害特別

警戒区域の除外）に設定。

※②生活拠点の設定（本市独自の区域）：日常生活圏（中学校区程度）において、既存の商店街などの地域生活を支える拠点。公共交通重要路線沿線で、上位関連計画で都市機能の集積等について位置付けがある区域に設定。

※③駐車場配置適正化区域の設定：都市機能誘導区域内で歩行者の移動上の利便性・安全性向上のための駐車場の適正化を図る区域。都心拠点に路外駐車場や附置義務駐車場の配置の適正化を図るため設定。

輪島市 都計区域全域 1985 43283 222.3ha　66.6% ①国道249号以北の用途地域及び用途地域南東部の県道1号七尾輪島線沿①居住誘導区域内、かつ、伝統産業輪島塗関連の作業場等が集積す ①居住誘導区域の人口密度：2035目標22.7人/ha（2015現状35.1人/ha）

2015～2035 2010 29858 38.1 198.8ha　59.5% の準工業地域に設定 特別用途地区指定区域を基本。本市の新たな観光・交流棟拠点とし ※社人研将来人口推計結果に基づく人口密度の確保（下回らない）

2015 27205 ②土砂災害特別警戒区域、地すべり防止区域の除外 整備され、都市計画マスタープラン等で重要な施設と位置付けられ ②公共交通1便当たり乗客数の増加率：2035目標5.0％

2035 ー ※市域面積の約1％の用途地域に人口の約4割が居住するコンパクトな市いるマリンタウンも含める。

2040 15404 48.4 地を形成。バス停500mに用途地域全域が含まれ、公共交通の利便性が確

保。各種施設の大部分が用途地域内に立地し、中でも国道249号バイパス

以北に集中。

※立地適正化の基本方針：本市では用途地域を中心拠点と位置付け、市街地及び外縁部に都市施設を集約するとともに、市街地へ居住誘導を図り、現在の人口密度をできる限り維持することにより、現行の都市サービス水準を維持する。

中心拠点における利便性を確保するため、現在の都市計画区域内の公共交通ネットワークを維持するとともに、全ての市民が都市的サービスを享受できるよう中心拠点と都市計画区域外の地域拠点を結ぶアクセス基盤を維持する。

福井県

鯖江市 都計区域全域 2010 67450 22.8 1257ha　83.1% ①用途地域を基本 ①鯖江市都市計画マスタープランで都市の拠点と位置付けられてい 2019までの当面の目標は、「鯖江市まち・ひと・しごと総合戦略」のKPIと整合。

～2040 ピーク2015 68284 26.1 898ha　　59.4% ②急傾斜地崩壊危険区域、土砂災害特別警戒区域、土砂災害警戒区域、区域（鉄道駅1㎞） その後の目標値は、達成状況の検証・課題の分析等を行った上で、改めて設定。



 

 

2035 62131 30.9 浸水深2m超浸水想定区域、工業専用地域、工業地域・準工業地域の一部②現に都市機能が相当数集積し、都市の中心的役割を担うべき区域

2040 60293 33.4 将来人口密度予測が20人/haを下回る一団の区域等の除外 ③地形地物で分断されず、徒歩や自転車で回遊できる区域

あわら市都計区域全域ピーク1995 32432 － ①用途地域を基本 金津・芦原各拠点において、関連計画やプロジェクトとの整合、拠 ①居住誘導区域の人口密度：2040目標23.9人/ha（現状推移21.8人/ha）

～2040 2010 29989 26.5 ー ②土砂災害特別警戒区域、土砂災害警戒区域、急傾斜地崩壊危険区域、中心部へのアクセス性や回遊性、都市機能の集積状況を勘案して設 （2010現状30.7人/ha）　※あわら市総合戦略の将来展望を参考

2015 ー 工業専用地域、工業地域、準工業地域の一部の除外 ②公共交通機関が効果的に運行されていると考える市民の割合：2020目標26.0％

2035 ー （2014現状24.8％）

2040 21039 38.7

※目指すべき都市の骨格構造：現在市街地は非常にコンパクトで住みやすい構造となっているため、金津・芦原それぞれの市街地を中心拠点と位置付け、将来にわたって維持することを基本としつつ、さらに生活利便性を高める方向を

目指す。拠点以外の地域（用途地域外）においては、小学校等を中心に地区の拠点を設定し、既存の生活サービス機能を維持するとともに、デマンド交通等により中心拠点へのアクセス利便性を確保し、従来からのコミュニティ豊かな

生活環境の維持活性化を図る。

越前市 都計区域全域ピーク2005 87742 21.7 1539ha　82.0% ①用途地域を基本 ①中心拠点(本庁舎周辺地区）の中心市街地、市役所や鉄道駅周辺等①中心市街地での施策による移住者数：2021目標値66.7人/年(2015現状64人/年）

概ね10年後 2010 85614 24.2 163ha　　9.0% ②土砂災害特別警戒区域、土砂災害警戒区域等、工業地域、準工業地域設定 ②福井鉄道福武線市内駅の利用者数：2021目標値315600人/年（2015現状303325人/年）

2040を展望 2015 81524 27.6 一部の除外 ②地域拠点（複合施設周辺地区）に都市機能の立地状況、バス停30　市民バスの利用者数：2021目標値95900人/年（2015現状92151人/年）

2030 73995 33.7 高齢者徒歩圏500mを勘案して設定 ③居住誘導区域の人口密度：2040目標値25.9人/ha(現状推移24.0人/ha）

2040 66651 37.5 (2010現状25.6人/ha）

※越前市人口ビジョンの目標人口の確保

越前町 都計区域全域ピーク1985 26128 15.0 ー ①越前町都市計画マスタープランに生活拠点と位置付けられた朝日地区居住誘導区域のうち、商業施設等が集積している区域 ①居住誘導区域の人口：2020目標4200人・2025目標同左（2015現状4224人）

～2035 2010 23160 27.5 ー 織田地区、宮崎地区に設定 ※現状程度の人口の維持

2015 21538 31.4 ②用途地域内（工業系を除く）の既存人口集積地、土地区画整理事業区域 ②都市機能誘導区域内の日常生活都市施設数：2020目標37施設・2025目標40施設

2035 18088 36.5 等、土砂災害警戒区域を除外 （2015目標34施設）

長野県

長野市 長野都計区域ピーク2000 387911 19.4 5432ha　91.3% ①市街化区域を基本 ①長野広域拠点の中心市街地活性化基本計画エリア及び駅徒歩圏連 ①居住誘導区域の人口密度：2021目標50.9人/ha（2015現状同左）

～2026 2010 381511 24.9 ー ②土砂災害特別警戒区域、工業専用地域、工業地域、住宅制限地区計画商業地域 ②中心市街地や鉄道駅周辺の利便性の市民満足度：2021目標5ポイント以上向上

※都市計画マ 2015 372685 28.4 生産緑地地区、工業専用地域や工業地域によって市街地から分断される②3地域拠点の拠点中心（駅又は旧駅）1㎞ （2015現状49.4％）

スタープラン 2025 348269 31.9 地区の除外 ③居住誘導区域外の除外 ③市民1人当たり公共交通利用回数：2021目標132.1回（2014現状128.5回）

のアクション 2035 318086 35.5 ④公共交通利用の市民満足度：2021目標5ポイント以上向上（2015現状35.7％）

プランとして 2040 301857 38.4

概ね10年後を

目標

佐久市 都計区域全域ピーク2010 100552 25.9 1168ha　84.3% ①鉄道駅800m、主要バス停300m、土地区画整理事業区域 ①5拠点地区の核施設等800m（最大1km）圏内の用途地域内、都市再①居住誘導区域の人口密度：2027・2037目標26.2人/ha(2015現状同左）

～2037 2015 99244 28.4 ー ②生活利便施設(医療・福祉・子育て・商業）800m 構築事業の事業区域等に設定 ②二次・三次医療の医療機関の立地数：2027・2037目標7施設(2015現状同左）

2035 88978 34.3 ③工業専用地域、工業地域、土砂災害特別警戒区域の除外 ②工業専用地域、工業地域、土砂災害特別警戒区域の除外 ③公民館地区館の立地数：2027・2037目標7施設(2015現状同左）

2040 85781 36.2 ④用途地域内の①～③以外の区域の生活利便施設集積度・未利用地占有率 ④公共交通延べ利用者数：2019目標125000人・2021目標125000人以上

・道路占有率評価による再検証 (2015現状104871人）

⑤バス・デマンドタクシー収支率：2021目標現状以上(2015現状14.8％）

※「機能集約・ネットワーク型まちづくり」により、将来的にも持続可能な都市を目指す。 ⑥バス・デマンドタクシー満足度：2021目標現状以上(2016現状53.8％）

①多極型：中心的な拠点だけでなく、用途地域外の旧町村の役場周辺などの地域拠点も含めた、多極ネットワーク型の集約化を目指す。 ⑦人口の社会動態：目標2017～2021累計1000人

②全ての人口の集約を図るものではない：中心拠点や旧町村中心部の人口減少を抑え、コンパクト化により一定程度の人口密度を維持、 ⑧「佐久市は住みやすい」と回答する人の割合：2021目標80％(2016現状78.7％）

個人のライフスタイルに基づく様々な居住のあり方を尊重し、既存集落であっても暮らし続けることを保証する。 ⑨健康寿命：2020目標男女共延伸（2014現状男79.89歳・女84.32歳）

③誘導による集約：メリットを最大限享受できるような施策を講じることで誘導を促し、時間をかけながら居住の集約化を推進する。

※用途地域外の地域

①地域拠点（2支所周辺）：旧町村の中心部等において、拠点性を高める取組を推進するとともに、緩やかな集約化により、一定程度の人口密度を確保することを目指す（用途地域内の中心拠点と同等の誘導施策を講じる）。

②コミュニティ拠点（既存集落）：小学校区など複数の集落が集まる地域において、地域コミュニティや生活基盤等の維持のため、商店・診療所などの生活サービス機能の拠点集落への維持を目指す。

③自然との共生エリア(都市計画区域外）：自然的土地利用を基本に、多様なライフスタイルに応じた定住・移住の場を提供する。

千曲市 都計区域全域ピーク2000 64523 21.3 1010ha　69.6% ①2010の用途地域内のDIDを基本、鉄道駅800ｍ・主要バス停300ｍを追千曲市都市計画マスタープランに位置付けられた中心拠点、3地域生①全人口に占める居住誘導区域内人口割合：2040目標44.9％（2010現状39.8％）

～2040 2010 62068 27.4 ー ②土砂災害特別警戒区域、土砂災害警戒区域、、急傾斜地崩壊危険区域拠点に地域づくり方針に基づき設定 ※千曲市人口ビジョンの目標人口を目標として設定

2015 59685 31.3 工業専用地域、流通業務地区等の除外 ②拠点間バス路線の利用者数：2040目標現状値の増加（2015現状40002人（大循環線）

2035 48080 38.2

2040 44978 41.1

岐阜県

岐阜市 都計区域全域 1995 419000 14.3 4580ha　57.1% ①市街化区域のうち、鉄道駅1㎞、幹線バス路線500ｍ 居住誘導区域内にある拠点について、次のとおり設定 ①居住誘導区域の人口密度：2020・2035目標51.2人/ha(2015現状同左）

(全市) 2010 413000 24.0 ー ②災害危険区域、土砂災害特別警戒区域、土砂災害警戒区域、急傾斜地①都市拠点区域（中心拠点区域）：都市再生緊急整備地域、中心市 ※人口密度の維持

～2035 2015 407000 27.5 崩壊危険区域、流通業務地区、工業地域の除外 基本計画区域、都市マスタープランの中心商業地区 ②都市機能誘導区域内の誘導施設の立地割合：2020目標現状以上2035目標100％

2035 ー ー ②地域生活拠点区域・都市機能拠点区域：商業系用途地域、商業系 （2015現状87.3％）

2040 337000 35.3 地域に隣接した第2種中高層住居専用地域以上の地域 ③路線バスコミュニティバス利用者数：2020目標19百万人/年（2015現状17百万人/年）

④鉄道駅の利用者数：2020目標22.6百万人/年（2012現状21.9百万人/年）

※目指すべき都市構造イメージ等



 

 

5種類の居住区域（①まちなか居住促進区域、②居住促進区域、③一般居住区域、④郊外居住区域、⑤集落区域）と3種類の拠点（⑥都心拠点区域、⑦地域生活拠点区域、⑧都市機能拠点区域・産業拠点区域）を設けることにより、

集約型都市構造を構築するまちづくりを進める。本計画では、①②の居住区域を居住誘導区域に定める。③～⑤の居住区域については、引き続き都市計画マスタープランの整備方針を基に、良好な住環境の維持・保全を図るとともに、

地域交通等の居住に関するセーフティネットの維持・確保に努める。また、⑥⑦の拠点のうち、居住誘導区域外の区域や市街化調整区域であることにより、都市機能誘導区域に指定されない各拠点についても、引き続き都市計画マスター

プランの整備方針に基づき、地域生活拠点候補地や都市機能・産業拠点として、必要な機能が発揮できるよう取り組む。

関市 都計区域全域ピーク2005 92597 20.0 830ha　　51.1% ①人口集中地区及び連担する住宅団地 ①市街地中心部(安桜山を除く） 居住誘導区域の人口密度：2035目標40人/ha(現状推移37人/ha）(2010現状44人/ha）

2017～2035 2010 91418 22.6 236ha　　14.5% ②鉄道駅500m、主要バス停300m ②緑ヶ丘周辺の近隣商業地域で囲まれた区域

2015 89631 26.9 ③浸水想定2m以上のエリア、土砂災害特別警戒区域、液状化危険度が極③関市の幹線公共交通結節部の鉄道駅500m・バス停300m

2035 78051 33.6 て高いPL値30以上のエリア、農振農用地区域、保安林、風致地区、その※武芸川地域については、人口密度が40人/haを下回っていることから、

独立峰等の除外 誘導区域の設定は行わず、武芸川地域中心部を地域の行政サービス機能

※武芸川地域については、人口密度が40人/haを下回っていることからやコミュニティ機能の維持を行う「地域拠点」として設定

誘導区域の設定は行わない。

愛知県

豊川市 都計区域全域ピーク2010 181928 21.0 2751ha　78.2% ①市街化区域を基本 ①中心拠点、6地域拠点鉄道駅800ｍ～1kmの商業地域・近隣商業地域①居住誘導区域の人口密度：2040目標49人/ha（現状推移43人/ha）（2010現状49人/ha）

(全市) 2015 180741 25.0 1260ha　35.8% ②土砂災害特別警戒区域、土砂災害警戒区域、2m以上浸水想定区域、工②中心市街地商業等活性化基本計画の計画区域 ※概ね現状維持

～2040 2035 164586 30.0 専用地域、工業地域、準工業地域の一部、自衛隊施設等の除外 ③合併前旧町中心の支所を含む範囲 ②主要鉄道駅の1日当たり乗車人員：2040目標20000人(2014現状19126人）

2040 158772 33.0 ※公共交通カバー圏域（鉄道駅1km、バス停300m）、人口密度（2010現在 ※豊川市第6次総合計画の2024目標値の維持

40人/ha）、低未利用地の検討により除外する区域はない。

小牧市 都計区域全域ピーク2010 147132 18.8 ー ①2040人口密度概ね40人/ha以上の区域 ①中心拠点に都市機能誘導区域(高次都市サービス誘導区域）を設定居住誘導区域の人口密度：2021・2040目標52.2人/ha（現状推移46.7人/ha）

(全市) 2015 146107 ー ②小牧市都市計画マスタープランの中心拠点、3地域拠点(半径800m） ②地域拠点・名鉄小牧線各駅周辺(各半径800m）に都市機能誘導区域(2016現状同左）

2015～2040 2035 131769 ③鉄道駅800m、主要バス停300m （日常生活サービス誘導区域）を設定 ※現状維持

計画の終期は 2040 126477 32.5 ④市街地開発事業施行区域・施行中区域

定めず、5年ご ⑤医療施設・福祉施設・商業施設800m

とに概ね20年 ⑥土砂災害特別警戒区域、工業専用地域、工業地域の一部の除外

後を展望して ※実質、市街化区域から⑥を除外

見直し

東海市 都計区域全域 2010 108142 18.4 1522ha　51.0% ①2041将来推計人口密度40人/ha以上（大規模商業施設等による部分的①都市拠点である太田川駅周辺の商業系及び一部住居系の用途地域 ①居住誘導区域の人口密度：2041目標69.3人/ha（2016現状68.4人/ha）

(全市) 2016 113727 21.2 126ha　　4.0% 密度低下により40人/ha未満となるものについては、周囲の土地利用状基本に、中心市街地活性化基本計画等に留意し設定 ②市内鉄道駅の1日平均乗降客数：2041目標46262人（2014現状45414人）

～2041 市推計2026 115419 22.1 等により判断） ②保健医療福祉拠点である新駅周辺に1000㎡以上の商業施設の立地③鉄道駅概ね1km圏内の人口：2041目標70039人（2016現状69498人）

市推計2041 114431 26.7 ②工業専用地域、保安林、住宅除外地区計画、大規模公園、急傾斜地崩可能な第1種住居地域を取り込む形で設定 ※上記管理指標のほか確認指標として、健康寿命等6項目の目標値を設定

市推計2061 108747 29.2 危険区域、土砂災害特別警戒区域の除外 ※地区拠点等のその他の拠点等については、都市計画マスタープラン

※工業地域である臨海部を除く市街化区域は、概ね40人/ha以上 等に基づき拠点機能の維持・充実に努める。

滋賀県

守山市 都計区域全域 2010 76560 17.5 ー ①住居系用途地域、商業系用途地域、準工業地域を包含する区域 ①都市拠点（南部市街化区域）の中心市街地区域、都市再構築戦略 ①日常サービスの徒歩充足率：2025目標60％（2016現状49.6％）

(全市) 2015 80352 21.1 ー ②工業専用地域、工業地域（都市機能誘導区域に含まれるものを除く）事業区域を包含する区域 ②居住誘導区域の人口密度：2025目標60人/ha（2016現状56.6人/ha）

～2025 2025 84304 23.7 観光・レクリエーション特別用途地区は除外 ②地域生活拠点（北部市街化区域）の商業系用途地域

※都市計画マ 2035 86063 26.2 ③観光・レクリエーション拠点（北部市街化区域）の観光・レクリ

スタープラン 2040 86337 29.1 エーション特別用途地区

の目標年次

湖南市 都計区域全域ピーク2005 55325 12.9 783.6ha　55.0% ①市街化区域内で既に高密度に人口が集積するエリア一帯に設定 ①３中心拠点に、鉄道駅のサービス圏を基本に、既存の都市機能の ①居住誘導区域の人口密度：2040目標45.5人/ha（現状推移39.6人/ha）

(全市) 2010 54614 16.5 163.2ha　11.5% ※これらのエリアは、ほぼ公共交通のサービス圏（鉄道駅１km・バス停分布状況を踏まえて設定 （2010現状47.1人/ha）

～2040 2015 53807 21.5 300m）に含まれるが、自動車依存の強い地方都市においては公共交通 ②4地域拠点に、既存の都市機能の分布状況や今後の更新見通しを ※湖南市人口ビジョンの将来展望を参考に設定

2035 47620 へのシフトが一気に進むとは考えにくいこと等から、公共交通の利便性勘案して設定 ②コミュニティバスの乗客数：2020目標322000人（2014現状317000人）

2040 45143 34.4 のみを区域設定の基準とはしない。

②急傾斜地崩壊危険区域、土砂災害特別警戒区域、土砂災害警戒区域、

工業専用地域、工業地域、準工業地域の一部の除外

東近江市都計区域全域ピーク2005 116797 19.0 686.7ha　48.4% ①八日市都市拠点、能登川副次都市拠点、2地域拠点の都市機能誘導区①八日市都市拠点の中心市街地活性化基本計画の区域 ①保険・子育て複合施設の利用者数：2019目標150人/日（2015現状100人/日）

～2040 2010 115479 21.5 222.6ha　15.7% まで300mの街区、鉄道駅500m・主要バス停300mの街区 ②能登川副次都市拠点の能登川駅500m・支所500mの商業地域・近隣②八日市駅周辺商店街の平日1日歩行者数：2320目標2900人（2014現状2792人）

2015 113449 25.0 ②土砂災害特別警戒区域、土砂災害警戒区域、10年確率0.5ｍ以上・20商業地域等及びこれに隣接する公共施設・学校等立地区域 ③東近江市の商業中心性指標：2040目標1.0（2014現状0.86）

2035 100948 31.9 確率3.0ｍ以上浸水想定区域、工業専用地域、工業・流通業務施設集積③2地域拠点の支所500mの商業地域・近隣商業地域等及びこれに隣接④居住誘導区域の人口密度：2040目標40.0人/ha（2010現状39.8人/ha）

2040 96792 34.2 の除外 する公共施設・学校等立地区域 ※都市計画運用指針の市街化区域将来人口密度

⑤近江鉄道八日市駅の乗客数：2019目標2100人（2014現状2041人）等

※「居住区域」の設定（本市が独自に設定：1064.1ha・市街化区域の75.0％）自動車や自転車での移動を主体に、既存のインフラを生かした従来通りの居住を行う区域。市街化区域のうち、居住誘導区域と同じ除外区域を除いたもの

京都府

長岡京市都計区域全域 2010 79843 23.2 ー ①市街化区域を基本 ①中心拠点型都市機能誘導区域：JR長岡京駅、阪急長岡天神駅、阪 居住誘導区域の人口密度：2030目標84人/ha（現状推移80人/ha）（2015現状84人/ha）

(全市) ピーク2015 80658 25.3 ー ※2040でも人口密度40人/ha以上のエリアがほとんど、 西山天王山駅、阪急西向日駅、高速長岡京から800m圏域、生活サー※2030の本市の人口を現状とほぼ同数の8万人と設定

2017～2030 2030 77281 28.3 鉄道駅1km、路線バス停・コミュニティバス停200mがほぼ全域を網羅 スの集積・集積可能エリア



 

 

※都市計画マ 2035 75094 30.1 ②土砂災害特別警戒区域、土砂災害警戒区域、工業専用地域の除外 ②生活拠点型都市機能誘導区域：居住誘導区域と同範囲

スタープラン 2040 72687 33.2 ※都市の拠点に集約するよりも、住まいの身近に立地した方が、より

の目標年次 市民の生活利便性の向上が図られる都市機能の立地を誘導

大阪府

高槻市 都計区域全域ピーク1995 362000 10.8 ー ①市街化区域を基本（まとまった大きなエリアでDIDから外れた地区を①高槻駅周辺・富田駅周辺の都市拠点に周辺の都市機能の立地状況 ①DID人口密度：2030目標9853人/㎢（2016現状10363人/㎢）

(全市) 2010 357000 23.2 ー ※市街化区域が市域の3割とコンパクト、DIDが市街化区域と概ね一致、勘案して設定 ②総人口に占めるDID人口の割合：2030目標現状値以上（2016現状96.3％）

～2030 2015 359000 27.3 住宅系市街地を拡大する計画がないこと ②12の生活拠点に近隣商業地域を基本に設定 ③総面積に占めるDID面積の割合：2030目標現状値以下（2016現状31.5％）

2030 340000 30.0 ②工業地域、大規模公共用地、生産緑地地区、急傾斜地崩壊危険区域、③保育所などの日々利用する生活利便施設の誘導を図る生活機能誘 ④誘導施設の充足度：2030目標100％（2016現状高槻駅周辺78％、富田駅周辺60％等）

2035 329000 31.6 土砂災害特別警戒区域、土砂災害警戒区域の除外 区域を居住誘導区域と同範囲に設定

2040 317000 35.0

2050 294000 37.8

枚方市 都計区域全域ピーク2010 407978 21.7 ー ①市街化区域のうち、将来的にも一定の居住が見込まれ、都市機能に ①都市機能誘導区域のうち、枚方市都市計画マスタープランに示さ ①居住誘導区域の人口密度：2026目標96人/ha（現状推移95人/ha）

(全市) 2015 407709 27.6 861ha　　20.6% アクセスしやすいエリア 13都市拠点などを対象に、都市機能が集積した鉄道駅800m～1㎞、 ・2040目標88人/ha（現状推移84人/ha）（2010現状100人/ha）

2017～2026 2026 389160 32.8 ②災害危険区域、急傾斜地崩壊危険区域、土砂災害特別警戒区域、土砂バス停300～500mに設定 ②都市機能の立地率：2026目標90％

※枚方市マス 2035 361339 36.8 害警戒区域、工業専用区域、住工混在工業地域・準工業地域、生産緑地②第1種・第2種低層住宅専用地域の除外 ③最寄りの公共交通への20分以内アクセシビリティ：2026目標84％・2040目標84％

タープランを 2040 343339 40.4 区の除外

踏まえ、概ね

10年後までに ※「居住環境保全区域」の設定：居住誘導区域外においても、既に住宅が立地し、一定の居住者がある状況を踏まえ、人口減少の中においても、公共交通の交通利便が低下することがないよう努めるとともに、災害の発生が懸念される

実現する事項 エリアでは、その対策や防除を図っていくなど、居住環境の保全を図る必要があるため設定。①居住環境の保全を促進する区域（一団の住宅地）、住工協調区域、市条例により市街化調整区域の一定の開発行為が緩和される区域、

を定める 市街化区域内の災害のおそれがのある区域、②居住誘導区域、工業専用区域、生産緑地地区の除外

箕面市 都計区域全域 2010 129894 20.5 1680ha　84.6% ①市街化区域を基本 ①都市拠点、地域生活拠点である中部・西部・東部・北部の4地区に①居住誘導区域の人口密度：2025目標68.13人/ha・2035目標66.36人/ha

(全市) 2015 135063 23.6 ー ②土砂災害特別警戒区域、土砂災害警戒区域等、住宅制限地区計画区域設定 （2015現状63.82人/ha）

2016～（2035ピーク2025 143343 25.1 連担農地、山なみ景観保全地区等、自然環境保全地区等、温泉町の除外②鉄道駅800m、主要バス停300mを基本に500m圏域を拠点ごとに判断②居住誘導区域以外市街化区域の人口密度：2025目標・2035目標現状未満

※計画終期は 2035 139942 27.6 市有の遊休地や公共施設などがある場合は、滲み出して含める （2015現状41.17人/ha）

定めず、概ね 2040 136181 30.8 ③市街化調整区域の人口密度：2025目標・2035目標現状未満（2015現状1.97人/ha）

5年ごとに概ね 2050 129078 35.6 ※市街化調整区域と居住誘導区域以外市街化区域の人口はこれ以上増加させないことを

20年後を展望 2060 120304 35.9 前提に、現在よりも増加する人口をすべて居住誘導区域内で吸収することとする。

して見直し 真にクリティカルなチェックポイントは、市街化調整区域と居住誘導区域以外市街化区

域の人口密度であり、これらの数値が有意に上がっていることが確認されれば、早急な

対応が必要。また、人口密度が平準化することは、市街地の多様性が薄れていくことで

あり、街並みの多様性による魅力創出についても意識して定点観測を続けていく必要。

※基本コンセプト：箕面市は、まちづくりのごく初期から、コンパクトな市街地の形成と山麓の豊かな緑の保全を基調とし、良好な住環境を作り上げてきた。まちづくりのインフラ整備が最終段階に入りつつあるなか、最後の重要課題

であった北大阪急行線の延伸が動き出した今、「緑豊かな住宅都市」という本市の都市特性に、都心部への強力なアクセス性・利便性を加え、まち全域において住宅都市としての価値を高める大きなチャンスを目の前にしている。

この機を十分に活かし、本計画では、「子育て・健康・住環境」をキーワードに、身近な緑を守り高質な住環境をまちの魅力にする居住誘導区域の設定、子育てと健康長寿を支える都市機能誘導区域と誘導施設、豊かな緑と抜群の利便

性を両立する公共交通ネットワークの構築を目指す。

門真市 都計区域全域ピーク2000 135000 12.6 ー ①市街化区域全域を基本 ①門真市駅周辺、古川駅周辺、大和田駅周辺、門真南駅周辺、南部 ①子育て世代25～39歳の社会移動：2032-2036目標△181人（2011-2015現状△906人）

(全市) 2010 126000 23.0 ー ②工業地域、生産緑地地区、北島東地区（住宅制限地区計画区域）の除周辺に鉄道駅等500mを基本に設定 ※人口ビジョン2035-2040±0の方針の踏襲

～2036 2015 128000 27.3 ※準工業地域のうち、工業が多く立地しているエリアや産業・物流系の②生産緑地地区の除外 ②居住誘導区域の人口密度：北部地域2036目標113.9人/ha（2010現状150.3人/ha）

2035 107000 31.8 地利用を目指しているエリアについては、市独自の「（仮）産業誘導区域」 南部地域2036目標79.1人/ha（2010現状同左）

2040 101000 35.6 を設定し、順次居住誘導区域から除外するなど、住工混在の解消に向けた ※北部地域では過密状態の解消、南部地域では人口密度の維持

対応について今後検討する。 ③駅周辺の都市機能誘導区域の誘導機能数：2021目標5機能・2036目標5機能維持

④南部拠点周辺都市機能誘導区域の商業施設数：2036目標現状4施設の維持

※立地適正化計画の必要性と基本方針：本市における都市構造上の課題は、①子育て世代の流出、②市内で満たされないニーズの存在、③都市の顔となる地域が不明瞭、④南部地域での高い自動車利用割合、⑤準工業地域における

準工混在。これらの課題の解決に向けて、以下を基本方針として、都市機能や居住の誘導を図る。①まちの顔を創出し、定住魅力を高める、②南部の都市機能や拠点を守る、③居住環境と工業の操業環境を守る。

※居住誘導のアプローチ：子育て世代の転出抑制も含めた将来的な定住人口のの確保に向けて、市内の居住環境を向上していく必要がある。一方で、本市の人口密度は100人/haを超え、全国でも有数の高い状況であることから、今後の

人口減少を「過密」から「ゆとり」へ転換する絶好の機会と捉える。したがって、居住環境と工業の操業環境を守ることを基本に、市内全域で「ゆとりある居住環境」を確保することとし、ゆとりある居住環境が構築できない場所につ

いては、積極的に居住を誘導しないこととする。①市街化区域を基本にゆとりある居住誘導の実施、②居住誘導においては、市内産業（主に中小工業）への配慮の実施

※都市機能誘導のアプローチ：本市では、その人口密度の高さなどから、既に一定の日常生活に必要な都市機能が立地している。一方で、街の顔としての機能が不足しているために、市民の消費行動が市外に流出している。したがって、

都市のターゲット層に訴求する機能や生活利便性等を確保するための機能を誘導する。①まちの顔づくりとしてターゲット層（主に子育て世代）に訴求する機能の誘導、②特に南部の生活利便性・定住性確保のための機能の誘導・維持

高石市 都計区域全域ピーク1985 66974 7.9 ー ①市街化区域を基本 ①都市計画マスタープランで都市核と位置付けられた高浜駅周辺、 ①都市機能誘導区域内の誘導施設の充足区域数：2036目標3地区（2016現状1地区）

(全市) 2010 59572 22.6 ー ②高砂・南高砂・高師浜の臨海部、浜寺公園、風致保安林の除外 羽衣駅周辺、富木駅周辺に設定 ②居住誘導区域の人口密度：2036目標97人/ha（現状推移85人/ha）

2017～2036 2015 ②鉄道駅400mを基本に、近隣商業地域、市街地再開発事業・土地区画

ー 整理事業予定区域、相当規模の土地利用が可能な区域等を含む区域

兵庫県

尼崎市 都計区域全域ピーク1971 554000 3391ha　72.6% ①市街化区域を基本 ①都市計画マスタープランに位置付けられた2広域拠点、5地域拠点 ①居住誘導区域の人口密度：2035目標97.2人/ha（2010現状119.6人/ha）

(全市) 2010 454000 22.0 508ha　 10.9% ②工業専用地域、工業保全型特別工業地区、工業地域・準工業地域の一設定 ②都市機能誘導区域内の新設誘導施設数：2035目標2施設



 

 

～2023 2015 453000 26.7 生産緑地、猪名川公園等の除外 ②広域拠点は鉄道駅800m、地域拠点は鉄道駅500mを目安。第1種低層③旧市営バス年間輸送人員：2026目標現状維持（2015現状12873千人）

2036を展望 2040 341000 36.1 住居専用地域、住宅密集地等の除外 ④1日当たり鉄道駅乗客数：2026目標現状維持（2014現状223千人）

※都市計画マ 2050 297000 40.1 ⑤市有建築物の床面積：2048目標30％以上削減（2013現状1868千㎡）

スタープラン

の目標年次 ※都市機能誘導区域に準ずる区域の設定（本市独自の区域）：①生活拠点（その他鉄道駅周辺）：鉄道駅300m、②その他重要な拠点（学びと育ちを支援する拠点：旧聖トマス大学周辺、産業誘導区域：JR尼崎駅西側の産業集積地）

朝来市 和田山都計区ピーク1995 36766 23.1 ー 朝来市都市計画マスタープランに都市拠点と位置付けられたJR和田山駅各都市拠点の中心（鉄道駅、大規模商業施設、朝来医療センター） ①居住誘導区域の人口密度：2032目標18人/ha（2015用途地域現状18人/ha）

域 2010 32814 30.3 ー 辺、一本柳交差点周辺、朝来医療センター周辺、JR竹田駅周辺に設定 800mの土地利用が可能な範囲に設定 ※都市計画区域に対する用途地域の人口割合を現状の38％以上に維持

2017～2032 2015 30805 33.2

20年後を展望 2032 25200 40.5 ※将来の都市構造：①都市計画区域内においては、各都市拠点が有する都市機能の役割分担と連携を図るとともに、幹線の公共交通沿道等において居住を誘導し、人口密度の維持と都市サービスの確保に努める。②都市計画区域外におい

※次期都市計 ては、旧３町の中心をなす市街地周辺において、不便を感じない暮らしを確保するとともに、地域内バス交通やデマンド交通のフィーダー線と、都市拠点にアクセスする基幹公共交通と連携し、生活利便性の向上や観光ネットワークの形

画マスタープ 成に努める。

ランの目標年

次を勘案

たつの市中幡都計区域ピーク1995 83431 16.1 ー ①都市機能誘導区域及びその周辺に設定 ①たつの市都市計画マスタープランに都市交流拠点と位置付けられ ①都市機能誘導区域内の生活利便施設数：2040目標維持112・誘導11施設

2017～2040 2010 80518 23.9 ー ②鉄道駅800m、バス停300m 4地区に設定 （2015現状112施設）

2015 78575 27.8 ③工業専用地域、工業地域、準工業地域、急傾斜地崩壊危険区域、土砂②鉄道駅・行政施設800m、鉄道駅・行政区域からバス停300mで連担②居住誘導区域の人口密度：2040目標28.1人/ha（現状推移25.9人/ha）

2035 66958 32.3 災害危険区域の除外 ている区域 （2015現状28.6人/ha）

2040 63467 34.4 ※誘導施設を将来においても維持していくため、一定の人口密度の維持③第1種低層住居専用地域、第1種中高層住居専用地域、工業専用地 ③1日平均公共交通利用者数：2021目標JR姫路線3158人（2015現状3052人）等

が可能な範囲に設定 工業地域、準工業地域、急傾斜地崩壊危険区域、土砂災害危険区域の除外

※将来の都市構造：旧1市3町を地域単位とし、各地域の中心部である都市交流拠点に生活利便施設等の都市機能を集積させ、その周辺地に住宅を誘導するコンパクトな市街地の形成を図る都市構造とし、各地域の都市交流拠点等を公共交

通ネットワークで結ぶ「多極ネットワーク型コンパクトシティ」の実現を目指す。

福崎町 都計区域全域ピーク2005 20669 20.0 258ha　 93.0% ①都市機能誘導区域、バス停500m ①JR福崎駅と福崎町役場周辺に設定 居住誘導区域の人口密度：2040目標23人/ha（現状推移20人/ha）（2010現状22人/ha）

～2040 2010 19830 24.0 103ha　 37.0% ②工業地域、工業系に特化した準工業地域、対策工事のない土砂災害警②鉄道駅1000m、町役場1000mを基本。準工業地域、近隣商業地域、※居住誘導区域内に居住誘導区域から外れた市街化区域の人口を誘導すると想定

2015 19738 27.0 工業団地を除く 区域、河川区域等の除外 種中高層住居専用地域、第2種住居地域、第1種住居地域。誘導施設の立

2035 17715 31.0 市街化区域 地状況を考慮

2040 16160 35.0

※広域連携：中播磨圏域における広域的な立地適正化の方針を作成するため、関係地方公共団体（姫路市、たつの市、太子町、福崎町）と公共交通事業者等からなる播磨圏域鉄道沿線まちづくり協議会を立ち上げ。中播磨圏域の現状と

課題を把握し、概ね20年後における持続可能な都市形成に向けて、今後取り組むべきまちづくりの方針を示す計画を策定する予定

奈良県

川西町 都計区域全域ピーク1995 9847 15.3 ー ①都市機能誘導区域から800m（概ね市街化区域全域が含まれる） ①吉崎駅300mの商業施設や診療所を含む区域 ①都市機能誘導区域内の誘導施設立地数：2021目標3施設・2040目標4施設

(全町) 2010 8653 26.3 ー ②吉崎工業団地の除外 ②町役場300mの主要道路沿道 （2010現状3施設）

～2040 2015 8485 30.7 ※非可住地を除くと、工業系地域以外、市街化区域の大部分が人口密度 ②居住誘導区域の人口密度：2021目標60人/ha・2040目標50人/ha（現状推移42人/ha）

2035 6247 36.4 40人/haを維持 （2010現状64人/ha）

2040 5712 38.6 ③吉崎駅1日当たり乗降客数：2021目標4000人・2040目標3500人（現状推移2900人）

（2015現状4000人）

和歌山県

有田市 都計区域全域ピーク1980 35683 11.3 144.3ha　23.0% ①用途地域のうち、住居系用途地域、商業系用途地域を基本 ①用途地域のうち、商業系用途地域を基本 ①子育て世代活動支援センター利用者数：2025目標・2035目標12千人/年

～2035 2010 30592 26.9 45.6ha　　7.3% ②生活関連施設500m、鉄道駅800m、バス停300m。土砂際特別警戒区域②鉄道駅やバス停等の交通拠点を中心として各種都市機能が集積し （2015現状6千人/年）

2015 28908 31.4 土砂災害警戒区域、3連続地震による津波浸水想定区域の除外 る区域 ②図書館・市民会館利用者数：2025目標・2035目標87千人/年（2015現状30千人/年）

2035 21988 38.6 ③現在人口密度概ね40人/ha以上の区域を基本に、概ね20年後人口密度③都市再生整備計画の対象区域が含まれる範囲 ③居住誘導区域の人口密度：2025目標・2035目標40人/h（2015現状40人/ha）

2040 20232 41.1 30人/haを下回らない区域に設定

新宮市 都計区域全域ピーク1960 45666 505.8ha　72.1% ①緑丘・城南地域、光洋地域の鉄道駅1000m圏、バス停500m圏 ①緑丘・城南地域を中心拠点とし、新宮駅概ね1km圏域、概ね商業系①居住誘導区域の人口密度：

～2035 2010 31498 31.0 158.0ha　22.5% ②①に連担し、30人/ha程度の人口密度の維持が可能な範囲。 途に囲まれた地域に設定 ・緑丘・城南地域：2035目標40人/ha以上（2010現状43.46人/ha）

2015 29372 35.0 将来的に用途地域の指定を検討する地域 ②光洋地域を地域拠点とし、三輪崎駅概ね800m圏域、新宮市立医療・光洋地域　　　：2035目標43人/ha以上（2010現状45.09人/ha）

2035 21471 41.0 ③工業専用地域、工業地域、土砂災害警戒区域、土砂災害危険箇所、 ンターバス停概ね800m圏域に設定 ②子育て世代の子育て支援満足度平均評価点：2035目標3.28以上（2012現状2.72）

2040 19635 43.0 津波避難困難地域、一団の非可住地等の除外 ③土砂災害警戒区域、土砂災害危険箇所、津波避難困難地域の除外 ③高齢者の高齢者福祉満足度平均評価点：2035目標3.10以上（2012現状2.81）

2050 16192 44.0

※市街地外における居住環境の形成：市街地外の集落が散在する地域においては、既存集落を「小さな拠点」として位置付け、良好な環境を備える日々の暮らしを支えるとともに、都市機能誘導区域へのアクセスを確保するほか、多様な

世代の流入を促す総合的な取組により地域の課題解決を図る。

広島県

府中市 府中市都計区 2000 47697 23.9 557ha　　47.6% ①山と川に囲まれた貴重な平坦な土地として多くの人が住む基本市街地①府中駅800mを基本として、中心市街地活性化基本計画、都市再生①居住誘導区域の人口：2035目標16450人（現状推移13750人）（2010現状18860人）

域 2010 42563 31.0 ー 及び計画的に整備された住宅団地に設定 備計画を踏まえ、設定 ②居住誘導区域の人口密度：2035目標30人/ha（現状推移25人/ha）（2010現状34人/ha）

※まちの将来 2015 40030 35.5 ②土砂災害特別警戒区域、土砂災害警戒区域、地すべり防止区域、 ②備後国府跡の国史跡指定を踏まえた区域 ※現在の人口を概ね維持

像・誘導方針 2035 29738 42.3 急傾斜地崩壊危険区域、宅地造成工事規制区域の除外 ※産業軸として整備している南北道路の沿道でものづくりのまちの顔を

は、市域全体 形成する南北道路周辺地域については、施策の具体化を図った段階で

を対象 計画を見直す。



 

 

～2035

※目指す将来都市構造：府中市は、もともと山と川に囲まれたコンパクトな規模のまち。そのため、その目指す将来都市構造は、「中心市街地と集落市街地がつながり、主要都市とも結びつくネットワーク型のコンパクトシティ」。

現状の居住地に住み続けられることを前提に、市街地の範囲を変えず、中心及び周辺に拠点を設け、拠点間のネットワークを形成するもの。本計画においては、「ネットワーク型のコンパクトシティ」の実現に向けて、都市機能や

居住機能の誘導を図りまちづくりを進める。

※居住誘導区域の人口密度について：府中市はにおいては、現況でも居住誘導区域内の人口密度は40人/ha未満。一方、その大きさは東西5km・南北2kmとコンパクトで、生活利便施設と居住地は必ずしも集積している必要性がない状況。

このため、府中市では、居住地の大きさを維持しながら、人口密度が低密度であっても様々な用途の機能にアクセスしやすく、豊かに暮らせる住みやすい市街地を目指していく。なお、居住地の大きさの維持と財政的に持続可能な都市

経営を両立していくに当たっては、府中市公共施設等総合管理計画により、公共施設の適正配置等による効率的な都市経営を進めていく。

※誘導区域外について：誘導区域外の集落市街地においては、都市計画マスタープランで掲げている「住み続けられる集落市街地の形成」を目指し、府中市独自のまちづくりの方針（誘導方針：①府中市北部における生活の拠点の維持、

②各生活地域の核となる場の維持、③拠点とつながるネットワークの維持、④跡地の利活用や跡地利用、⑤農林業などの活性化の推進）を本計画に位置付ける。

愛媛県

八幡浜市都計区域全域 1960 67000 449.15ha 89.5%①用途地域のうち、都市中心（八幡浜中心地区）・副中心（保内地区）都市再生整備計画の八幡浜中心地区及び保内地区を基本に、誘導施 ①居住誘導区域の人口：「八幡浜市まち・人・仕事同棲総合戦略」の人口ビジョンと

2010 38370 32.8 163.64ha 32.6%まとまりのある区域に設定 を公共交通を利用してアクセスしやすい位置に誘導する観点から区 社人研推計値の差分（増分）が居住誘導区域内で発生することを目標とする。

2015 35502 ②土砂災害特別警戒区域、津波災害特別警戒区域等、工業地域の一部、を設定 ②各種都市構造評価指標について、地方都市圏（10万人以下）の平均値がある指標は

2035 24850 海・山景観保全地域の一部の除外 その値、ない場合は全国平均値を目標値とする（上回っている場合は数値の維持、

2040 22438 46.6 今後計測する独自指標は経年的な向上を目標とする）。

西条市 都計区域全域ピーク1985 115983 14.1 1390ha　 62.0% ①居住利便性、都市計画マスタープラン、用途地域、将来人口密度等の各拠点（居住誘導区域）の方向性・役割、交通結節点からの距離（ 将来都市像「各拠点で歩いて暮らしながら、周辺からも訪れやすいまち」の実現に向け、

2016～2030 2010 112091 26.8 ー 状況を総合評価し、4地域（伊予西条駅周辺、壬生川-東予丹原IC-丹原道駅800～1000m、バス停300m）、居住利便性、施設立地状況、津波4地区の各居住誘導区域の目標値を設定。目標値は、各区域の人口密度、人口、生活

※都市計画マ 2015 109475 30.4 総合支所周辺、伊予小松原駅周辺、伊予三芳駅周辺）に設定 河川氾濫浸水区域等を考慮して7地区設定 サービス施設・バス停の徒歩圏人口カバー率、市全体の居住意欲度

スタープラン 2030 97992 34.9 ②急傾斜地崩壊危険箇所、土石流危険渓流、工業専用地域等の除外

の目標年次 2035 93701 35.6

2040 89273 37.7 ※立地適正化計画の基本的考え方：本市では、平成16年に特色あるまちづくりを行うためには線引きは適さないとして、線引きを廃止。特定用途制限地域を指定し、市街化調整区域であったエリアでも開発できるようになったため、郊外

での人口が増加。しかし、現在は、少子高齢化が進み、人口減少社会となっていることから、市街地の希薄化、人口密度の低下が進んでいる。このことから、立地適正化計画により、都市機能の維持・強化の要となる拠点を設定し、

諸機能や人を緩やかに誘導し、拠点の利便性を向上させる。拠点の利便性が高まることで、その周囲に広がる郊外住宅地の居住者にとっても、その都市機能を享受することができることから、郊外住宅地においても生活利便性が向上する

こととなる。そのため、本市の立地適正化計画では、「拠点における都市機能の強化により、市全体の生活利便性と活力のベースアップを図る」ことを根幹に据えて、進めていく。

※立地適正化計画区域外におけるまちづくりの方向性：立地適正化計画区域外においても、集落が点在し、市民の生活や農業等が営まれ、地域の文化・歴史が育まれている。本市では、各都市機能誘導区域の都市機能強化と公共交通等の

ネットワークを構築することで、立地適正化計画区域外においても都市機能が享受でき、住みやすいまちを作ることを目指す。そのため、立地適正化計画区域内では、都市機能の強化等を行い、区域外では、農林業をはじめとした産業振

興や観光等と連携しながら、集落の維持に向けた小さな拠点づくり等を進め、区域内外の連携・関係性を深めることで、市全体で住み続けられるまちづくりを進めていく。

高知県

高知市 都計区域全域ピーク2005 348990 19.6 4652h　　91.7% ①市街化区域を基本 ①都市計画マスタープランでも中心核と位置付けているJR高知駅 居住誘導区域の人口：2035目標264000人（2016現状279000人）

～2035 2010 343393 23.3 ー ②土砂災害特別警戒区域、工業専用地域、工業地域、臨港地区、 はりまや橋周辺を中心拠点として設定 ※「高知市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン」の目標人口

2015 334982 28.1 住宅制限地区計画区域、高知医療センター・高知県立大学池キャンパス②特急停車駅としてJR旭駅周辺地区（住宅市街地総合整備事業の事 （2035市全体人口：社人研推計284000人、人口ビジョン315000人）

2035 284140 35.2 大規模な都市計画施設の除外 区域）及びJR朝倉駅周辺地区（朝倉駅1km圏域）を地域拠点として設定

2040 268602 38.2 ③第1種低層住居専用地域の除外

※周辺エリアの設定：北部、東部、南部地域は、日常生活サービス施設の分布が幅広く、拠点としての明確な線引きがなじまないことから、市独自に、各種サービス施設が広がる区域を周辺エリア（北部エリア、東部エリア、南部東エリ

ア、南部西エリア)として位置づけ、地域の日常サービス機能の維持や各種関連計画の施策の誘導を図る。

福岡県

北九州市都計区域全域ピーク1980 1065078 9.0 5600ha　 59.0% ①都市機能誘導区域 ①都心・副都心・地域拠点のうち、都市計画区域マスタープランに ①居住誘導区域の人口密度：2040目標120人/ha（現状推移108人/ha）

～2040 2010 976846 25.0 ー ②公共交通利用圏：鉄軌道駅500m、主要バス停300ｍ いて広域拠点・拠点としている地区・範囲を基本（12地区） （2010現状130人/ha）

2015 ③良好な居住環境が形成・保全される区域：土地区画整理事業、住宅市②土砂災害特別警戒区域、土砂災害警戒区域、工業専用地域、工業 ※人口密度の減少幅を半分にとどめる。誘導割合7％（５年毎の居住誘導区域外から内

2035 地総合整備事業、開発許可による開発・整備区域で、5ha以上の住宅系域の一部、臨港地区の一部、特別工業地区等の除外 への転入者の数の、区域外人口に対する割合）

2040 784162 38.0 区計画区域 ②公共交通機関の利用者割合：2020目標24％・2,040目標32％（2,012現状22％）

④災害危険区域、土砂災害特別警戒区域、土砂災害警戒区域、地すべり防

止区域、急傾斜地崩壊危険区域、工業専用地域、工業地域の一部、住宅制

限地区計画区域、臨港地区の一部、特別工業地区等の除外

久留米市市域全域 ピーク2005 306434 19.0 ― ①市街化区域内又は非線引用途地域内 ①中心拠点：久留米市都市計画マスタープランで示す中央部地域に ①居住誘導区域の人口密度：2025目標54人/ha（現状推移51.5人/ha）

※全市的な視 2010 302402 22.0 ー ②将来的にも人口密度40人/ha以上を維持可能と考えられる区域 いて高次都市機能が集積している区域 （2015現状54人/ha）

点で方針等を 2015 304552 26.0 ③市役所・総合支所800ｍ、鉄道駅800ｍ、主要バス停300ｍ ②地域生活拠点等：市役所・総合支所500ｍ、鉄道駅500ｍ ※人口密度の維持

検討 2025 288681 30.0 ④工業系用途地域の一部、土砂災害特別警戒区域、土砂災害警戒区域の③居住誘導区域内 ②公共交通利用回数：2025目標140回/人・年（2015現状132回/人・年）

～2025 2035 266109 34.0 除外 ③住民の住みやすさ意識：2025目標90％（2015現状82％）

20年後を展望 2040 252941 36.0

※都市計画マ 2050 224998 39.0 ※その他区域外への対応について：中心拠点や地域生活拠点などを形成することで、各地域の生活利便性を維持するとともに、居住誘導区域外の地域についても、①持続的な地域コミュニティの形成を目指す必要がある地域、②良好な

スタープラン 環境を備え、暮らしを支える市街地の機能を継続して有効活用する地域、③鉄道駅周辺の立地特性を活かし、鉄道沿線居住や都市機能の誘導などの可能性を有する地域などについては、生活サービス機能が低下しないように、他の施策

の目標年次 とも連携し、総合的な取組を進めていく必要がある。ついては、久留米市全域で持続可能な都市づくりを進めるため、居住誘導区域外の地域における適切な土地利用のあり方などについても検討する。

飯塚市 都計区域全域ピーク1995 140463 17.6 1546ha　 50.6% ①用途地域内（工業地域・工業専用地域を除く） ①用途地域内（工業地域・工業専用地域を除く） ①健康寿命の延伸：2026目標平均寿命の増加を上回る健康寿命の増加（2014現状

2017～2026 2010 131492 24.9 837ha　　27.4% ②都市機能誘導区域の周辺、鉄道駅800ｍ・主要バス停300ｍ ②中心拠点型：中心拠点内の鉄道駅・バスターミナル800ｍ 男1.46年・女3.21年）

20年後を展望 2015 129146 29.1 ③今後とも人口密度概ね30人/ｈａ以上の区域又は公共施設跡地等の利③地域拠点型：穂波支所、庄内支所、筑穂支所、頴田支所の最寄バ ②居住誘導区域内人口の市域全体人口に対する割合：2026目標45％（現状推移40.5％）

※都市計画マ 2025 120291 33.2 用予定地区の周辺区域 停800ｍ （2010現状40.5％）

スタープラン 2035 110439 33.1 ④土砂災害特別警戒区域、土砂災害警戒区域、地すべり防止区域、急傾④コミュニティ拠点型：4地区の公民館最寄バス停500ｍ ※区域内人口を現時点と同程度に確保



 

 

 

の目標年次 2040 104962 34.2 地崩壊危険区域の除外 ⑤暮らし維持型：②～④以外の区域で都市機能が集積している区域 ③交流施設利用者数：2026目標433千人（現状推移380.3千人）（2015現状392.4千人）

※③の人口密度は、都市機能誘導区域の人口密度が31.5人/ha（2010現来的な人口維持、コミュニティ交通結節点機能、公共施設跡地の利 ※このほか、進捗管理のための指標を8項目を設定

であることを参考に設定 の観点から4地区抽出）の鉄道駅・バス停500ｍ

⑥学園都市型：3地区の大学最寄バス停500ｍ

⑦土砂災害特別警戒区域、土砂災害警戒区域、地すべり防止区域、急傾

斜地崩壊危険区域の除外

長崎県

大村市 都計区域全域 2010 90517 20.0 1610ha 　68.9% ①用途地域内、居住誘導区域の適正評価（人口集積度、交通利便性、生用途地域内の2都市拠点、2地域拠点、3地区拠点、①政策拠点に都市①居住誘導区域の人口密度：2035目標42人/ha（現状推移41人/ha）（2015現状42人/ha）

2017～2035 2015 91549 20.1 629ha　　26.9% 利便性、土地収益性）結果を基本 能誘導区域の適正評価（公共交通利便性、都市機能集積状況、用途 ※人口密度の維持、社人研の人口予測より663人人口誘導

20年後を展望ピーク2020 91583 25.7 ②工業専用地域・工業地域、災害危険箇所、災害危険区域（浸水想定区域指定状況）結果を踏まえて設定 ②都市機能誘導区域内の生活利便施設数：2035目標166施設（2016現状144施設）

2035 88805 29.8 を除く）、大規模非可住地、風致地区、都市公園の除外

2040 87076 31.6

熊本県

熊本市 都計区域全域 2010 734474 21.1 5904ha　 54.7% ①都市機能誘導区域 ①第2次熊本市都市マスタープランに位置付けた中心市街地（中心市①都市機能誘導区域内の誘導施設充足区域数：2025目標16区域（2015現状13区域）

～2025 ビジョン2015 740244 24.3 3146ha　 29.1% ②公共交通軸沿線（鉄軌道500ｍ、主要バス路線300ｍ） 地活性化基本計画区域）及び15地域拠点（鉄軌道駅・バス停800ｍ）②居住誘導区域の人口密度：2025目標60.8人/ha（2010現状同左）

※都市マスタビジョン2025 730528 28.5 ③工業専用地域、工業地域、土砂災害特別警戒区域、土砂災害警戒区域設定 ③公共交通機関の年間利用者数：2025目標54933千人（2014現状55436千人）

ープランの目ビジョン2035 704214 31.3 地すべり防止区域、急傾斜地崩壊危険区域、災害危険区域の除外 ②工業専用地域、工業地域、土砂災害特別警戒区域、土砂災害警戒区

標年次 ビジョン2040 685628 33.3 域、地すべり防止区域、急傾斜地崩壊危険区域、災害危険区域の除外

ビジョン2050 642104 35.6

荒尾市 都計区域全域ピーク1985 62570 14.1 946.0ha　56.1% ①都市機能誘導区域 ①2つの中心拠点（荒尾駅周辺、緑ヶ丘地区周辺）に設定 ①居住誘導区域の人口密度：2035目標40.0人/ha（現状推移39.1人/ha）

(全市) 2010 55321 28.4 327.9ha　19.4% ②主要公共交通軸原則300ｍ ②荒尾駅及びバスセンター800mの高次都市機能、公有低未利用地を（2010現状45.7人/ha）

～2035 2015 53897 29.2 ハザードエリアを③大規模な面整備事業区域 ③土砂災害特別警戒区域、土砂災害警戒区域、土砂災害危険箇所、 ※商業用地・工業用地・公益施設用地・公共用地・その他公的施設用地を除いて算出

2035 46011 35.8 含む ③土砂災害特別警戒区域、土砂災害警戒区域、土砂災害危険箇所、工業専用地域、工業地域、第1種・第2種低層住居専用地域の除外 ②都市機能誘導区域内高次都市機能施設数割合：2035目標55％以上（2017現状44.7％）

2040 43827 35.4 用地域、工業地域、世界文化遺産登録エリアの除外 ③本市保有公共施設総床面積の削減割合：2035目標▲15％（基準年次2015）

菊池市 都計区域全域ピーク2000 52636 23.4 473.7ha　87.4% ①菊池中心市街地：用途地域を基本に、準工業地域、急傾斜地崩壊危険①菊池中心市街地：用途地域内。商業施設や公共施設、病院等が集 ①居住誘導区域の人口密度：

※まちづくり 2010 50194 27.6 ・菊池中心市街地域等を除外 的に立地する地域で、幹線道路で囲まれるエリア 菊池中心市街地：2035目標27.2人/ha以上（現状推移26.3人/ha）（2010現状31.0人/ha）

の将来像等の 2015 48167 31.1        341.6ha②泗水国道387号沿道：用途地域外。国道沿道の特定用途制限地域や富②泗水支所周辺：用途地域外。泗水支所周辺で、病院、大規模商業 泗水国道387号沿道：2035目標25.7人/ha以上（現状推移24.4人/ha）（2010現状25.7人/ha）

検討は、市全 2035 40115 36.4 ・泗水国道387号原地区の市街地を中心に指定（農振農用地を除く） 設の立地が見られ、国道沿道を含むエリア（農振農用地を除く） ※菊池は定住化促進事業新規宅地供給の半分宅地化、泗水は人口減少が少なく現状維持

域を対象 2040 37853 36.7       132.1ha ②路線バス利用者数：2035目標1993人/日（2015現状1993人/日）

2016～2035 161.1ha　33.3%

・菊池中心市街地※将来都市構造実現における立地適正化計画の位置付け：菊池市都市計画マスタープランには、菊池市の将来都市構造について、「コンパクト・ネットワーク・シティ」の考え方により、旧4市町村の中心部を拠点核（菊池中心市街地を

       122.6ha中心商業業務拠点、七城、旭志、泗水地域を地域商業拠点）とし、国県道等によりこれらの拠点を結ぶ考え方が示されている。立地適正化計画では、基本的に都市計画区域におけるコンパクトで活気のある都市的空間の形成を担当し、

・泗水支所周辺 都市計画区域外の菊池山間部、七条地区、旭志地区の一部については、農林業生産の維持・活性化のため、日常生活サービスを提供する生活拠点やコミュニティ拠点の形成を図るものとする。菊池中心市街地は、中心商業業務地区と位置

       38.5ha 付けられた本市の様々な都市機能が集中する地区であり、中核的な都市機能誘導区域と位置付ける。また、泗水支所周辺は、用途地域外であるが、熊本都市圏に近いこともあり、人口が増加傾向にあること、菊池中心市街地に次ぐ都市機

能の集積があること等から、都市機能誘導区域と位置付ける。一方、七条支所や旭志支所及び道の駅旭志周辺は、地域商業拠点と位置付けられているが、現状で都市機能の集積が少なく、都市計画区域外であることから、生活拠点と位置

付け、地域の日常的な生活サービス地区として整備を進める。

鹿児島県

鹿児島市都計区域全域ピーク2010 610000 21.2 ー ①鹿児島都市計画区域の市街化区域、吉田・松元・郡山・喜入都市計画①居住誘導区域内にある土地利用ガイドラインの拠点（中心市街地 ①居住誘導区域の人口：2040目標506000人（現状推移468475人）（2010現状525701人）

～2040 2015 600000 25.0 ー 域の用途地域、土地利用ガイドラインの地域生活拠点を含む特定用途制副都心、地域生活拠点、団地核、集落核） ※現状の1000㎡以上商業施設の維持

2035 540000 33.3 地域、集落核（200棟以上連坦）を基本 ②中心市街地、副都心、地域生活拠点、団地核は、土地利用ガイド ②居住誘導区域の人口密度：

2040 520000 35.4 ②生活利便性が確保される区域（鉄道駅、バス停500m） インで設定したゾーニングを基本 ・鹿児島：2040目標70.5人/ha以上（現状推移65.4人/ha）（2010現状73.5人/ha）

③急傾斜地崩壊危険区域、工業専用地域、工業地域、臨港地区、風致地③集落核は、集落核区域内の幹線道路沿道50m ・吉　田：2040目標27.9人/ha以上（現状推移25.5人/ha）（2010現状27.3人/ha）

斜面緑地等の除外 ・喜　入：2040目標13.9人/ha以上（現状推移12.7人/ha）（2010現状16.4人/ha）

・松　元：2040目標23.5人/ha以上（現状推移21.5人/ha）（2010現状20.7人/ha）

・郡　山：2040目標13.0人/ha以上（現状推移12.0人/ha）（2010現状11.4人/ha）

※①を踏まえ、都市計画区域ごとの居住誘導区域人口密度の目標を設定

出典：平成27年7月31日現在、都市機能誘導区域、居住誘導区域ともに設定した66市町村の「立地適正化計画」より作成。


